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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要様式 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 電子航法研究所 

 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成２７年度（第３期） 

中長期目標期間 平成２３～２７年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣 

 法人所管部局 総合政策局 

航空局 

担当課、責任者 技術政策課 課長 吉元 博文 

管制技術課 課長 松井 淳 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 斉藤 夏起 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成 28 年 6 月 15 日 実地調査及び理事長・監事ヒアリングを実施 

平成 28 年 7 月 11 日 国土交通省国立研究開発法人審議会海上・港湾・航空技術研究所部会から意見を聴取 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 28 年 4 月 1 日に国立研究開発法人海上技術安全研究所、国立研究開発法人港湾空港技術研究所及び国立研究開発法人電子航法研究所が統合し、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所が発足し

た。 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

 A Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 

B B B B 

評定に至った理由 項目別評定の算術平均に最も近い評定とした。 

 

２．法人全体に対する評価 

基礎研究段階から管制運用における活用を意識した研究を行い、その成果が実用化に繋がって大きな効果が発現している。また、航空交通システム等に係る技術的課題の解決にも継続的に取り組むことで航空行

政の推進に貢献しているところであり、研究開発成果の社会還元が確実に進んでいることがと認められる。加えて、国際民間航空機関（ICAO）等における国際標準の策定にも積極的に参画し、研究開発成果が採用さ

れるなどの実績を積み重ねており、我が国の国際競争力の強化や国際プレゼンスの向上に資する成果である。 

 上記及び平成 27 年度の各項目実績を踏まえ、顕著な成果を上げていると認められることから評価を A 評定とした。  

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

（研究開発に関する審議会の主な意見） 

・運用を意識した研究を行っており、また運用に対する成果に繋がっていると考える。 

・資金のための研究だけではなく、本当に必要な研究を行っているものと考える。 

・基礎から応用までの研究を幅広く行い、その成果を社会に還元していることを高く評価する。また国内での共同研究及び国際的な活動を積極的に取り組んでおり、成果を収めていることも

評価できる。 

・組織運営に関する項目について、例えば中長期目標の時点で組織運営の改善をうながすような項目を入れるべきである。 

・組織運営に力をいれてほしい。どういう研究テーマにするのか、広い視野で適切にテーマ設定をしてほしい。研究員の方だとどうしても視野が狭くなりがちであるが、是非チャレンジングな研

究にも力をいれてほしい。航空局が抱える喫緊の課題を解決するとともに未来も見据えた研究も行って欲しい。 

 

監事の主な意見  
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業務実績等報告書様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別調書

№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別調書

№ 

備考 

 Ｈ23

年度 

Ｈ24

年度 

Ｈ25

年度 

Ｈ26

年度 

Ｈ27

年度 

  Ｈ23

年度 

Ｈ24

年度 

Ｈ25

年度 

Ｈ26

年度 

Ｈ27

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 （１）社会的要請に応える研

究開発の重点的かつ戦略的

な実施 

         （１）組織運営 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） B B Ⅱ-1  

①飛行中の運航高度化に関

する研究開発（航空路の容

量拡大） 

Ｓ 

(Ａ） 

Ｓ 

（Ａ） 
Ｓ 

（Ａ） B Ａ Ⅰ-1  

  （２）業務の効率化 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） B B Ⅱ-2  

②空港付近の運航高度化に

関する研究開発（混雑空港

の処理容量拡大） 

Ｓ 

（Ａ） 
Ｓ 

（Ａ） 
Ｓ 

（Ａ） A Ａ Ⅰ-2  

   

       

③空地を結ぶ技術及び安全

に関する研究開発（安全で効

率的な運航の実現） 

Ａ 

（Ｂ） 
Ｓ 

（Ａ） 

Ａ 

（Ｂ） 
B Ａ Ⅰ-3  

 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

④研究開発の実施過程にお

ける措置 

 

Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） B Ｂ Ⅰ-4  

  予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計画 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） B Ｂ Ⅲ-1  

 （２）基礎的な研究の実施に

よる基盤技術の蓄積 

 

Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） B Ａ Ⅰ-5  

   

       

（３）関係機関との連携強化 

 

 

Ａ 

（Ｂ） 
Ｓ 

（Ａ） 

Ｓ 

（Ａ） 
B Ａ Ⅰ-6  

 Ⅳ．その他の事項 

（４）国際活動への参画 

 

 

Ａ 

（Ｂ） 

Ｓ 

（Ａ） 

Ａ 

（Ｂ） 
A Ａ Ⅰ-7  

  その他主務省令に定める業務

運営に関する事項 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） B Ｂ Ⅳ-1  

（５）研究開発成果の普及及

び活用促進 

 

Ａ 

（Ｂ） 
Ａ 

（Ｂ） 
Ｓ 

（Ａ） 
B Ａ Ⅰ-8  

   

       

  

 

 

         

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 

※平成 23 年度から平成 25 年度までの年度評価については、平成 26 年度における標語（独立行政法人の評価に関する指針（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣決定））に換算し、（ ）書きで記載している。 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 飛行中の運航高度化に関する研究開発（航空路の容量増大）の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

洋上経路の最適化 － － － － － － 予算額（千円） 2,301,899 1,554,065 1,567,505 1,682,974 1,677,172 

FULL４D の運用方式 － － － － － － 決算額（千円） 1,424,238 1,527,305 2,123,831 1,617,810 1,781,380 

航空路監視技術高度化 － － － － － － 経常費用（千円） 1,454,596 1,376,861 1,445,642 1,639,075 1,743,605 

陸域における UPR － － － － － － 経常利益（千円） 1,452,600 1,377,063 1,457,962 1,640,056 1,761,794 

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

1,547,949 1,449,010 1,438,292 1,668,746 1,808,289 

        従事人員数 64 65 63 63 66 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 全ての航空機の出発

から到着までを一体的に

管理し、時間管理を導入

した４次元軌道に沿った

航空交通管理を全飛行フ

ェーズで行う運用（軌道ベ

ース運用）へ移行すること

により、運航者の希望を

満たす飛行の実現、混雑

空港及び混雑空域におけ

る航空交通容量の拡大、

CO2 排出量の削減等に

対応することが可能とな

る。そのため、軌道ベース

運用の実現に必要となる

軌道の予測手法、管理技

本研究開発分野で

は、混雑する空域での

航空交通容量拡大と運

航の効率性向上及び

消費燃料節減による環

境保全への貢献などを

目指して、「トラジェクト

リ予測手法の開発」、

「ATM のパフォーマン

ス」、「飛行経路の効率

向上」等の研究課題に

取り組む。これにより、

軌道ベース運用の実現

に必要となる軌道の予

測手法や管理技術の

開発、航空交通流予測

ア．到着経路を含めた洋上

経路の最適化の研究（平

成 24 年度～27 年度） 

本研究では、飛行経路

の短縮や燃料消費及び

飛行時間の低減を図るた

め、洋上空域から空港へ

の到着までの経路におけ

る最適な管制運用方法を

提案する。平成 27 年度

は、関西空港 CDO（継続

降下運航）の運用時間拡

大を提案し、羽田空港で

は CDO 可能な洋上経路

からターミナル進入空域

までの経路条件を提案す

a)成果・取組が国の方

針や社会のニーズ

と適合しているか。 

b)成果・取組が社会的

価値（安全・安心で

心豊かな社会等）の

創出に貢献するも

のであるか。 

c)成果・取組の科学的

意義（独創性、革新

性、先導性、発展性

等）が十分に大きな

ものであるか。 

d)成果・取組が国際的

な水準に照らして十

分大きな意義があ

ア．「到着経路を含めた洋上

経路の最適化の研究」（平

成 24 年度～27 年度） 

関西国際空港の CDO

（継続降下運航）について、

シミュレーションにより検討

し、現在の CDO 運用時間

外でも CDO が実施でき、通

過時刻の指定等の制限を

付加すると更に拡大できる

ことを提案した。また、羽田

空港ではシミュレーションに

より到着機のパス解析を行

い 、 東 太 平 洋 側 か ら の

CDO 実施の可能性につい

て提案した。また、ASAS

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

ア～エのとおり年度計画は全て達成している。平成 27

年度の特筆すべき事項は以下のとおり。 

 

ア-1．CDO の運用時間拡大を目指して、CDO の承認・不

許可を判断する方法とその表示法を考案した。CDO を

希望する航空機と周辺航空機との飛行経路の干渉を

評価したところ、実際の管制官の承認・不許可とほぼ

等しい結果を得た。具体的には、関西国際空港では、

深夜早朝時間帯に、希望する航空機を対象として燃費

の良いCDOを運用している。航空路管制空域、進入管

制区での入り口、進入管制区内と 3 つのカテゴリに分

けて、CDO が実施可能であるかのシミュレーションを実

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

航空機の消費燃料の大幅な削減や騒

音低減に効果のあるＣＤＯ（継続降下運

航）の適用拡大が可能であることを検証

し、CDO の導入プロセスを確立したこと

は特筆すべき成果である。この成果は、

世界の混雑空港において CDO の導入を

検討する際に活用可能であり、環境負荷

低減、運航効率性の向上等の効果が広

く得られることが期待できる。 

以上の実績を踏まえ、本項目について

顕著な成果を上げていると認められるこ

とから評価を A 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 
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術の開発等に取り組む。 

軌道ベース運用を実現

するためには、出発から

到着までの航空交通流や

管制処理容量に関する予

見能力を高める必要があ

る。また、航空交通は気

象の影響を強く受けること

から、予見能力の向上に

は気象情報の高度な活

用が必要である。このた

め、航空交通流予測手法

や気象情報を活用した軌

道予測手法の高度化等

に取り組む。 

手法や気象情報を活

用した軌道予測手法の

高度化、航空交通管理

のパフォーマンス評価

手法の開発等に貢献

する。 

具体的には、本中期

目標期間中に以下を達

成すべく取り組む。 

「トラジェクトリ予測手

法の開発」の研究課題

では、航空機が出発し

てから到着するまでに

通過するポイントの時

刻と位置を算出する４

次元軌道予測モデルを

開発する。これにより、

出発から到着までの飛

行時間の誤差が３％以

下となる軌道予測を実

現する。 

「ATM のパフォーマ

ン ス 」 の 研 究 課 題 で

は、航空交通流のシミ

ュレーションモデルを開

発し、新たな管制運用

方式の導入等による燃

料消費量削減等の効

果の、定量的な事前検

証を実現する。 

「飛行経路の効率向

上」の研究課題では、

洋上空域から滑走路ま

で、最も燃料効率の良

い飛行経路を計算し、

管制運用の模擬が可

能なシミュレーターを開

発する。これにより、管

制運用における安全性

を確保しつつ、運航効

率を向上させることが

る。また、ASAS（航空機

監視応用システム）を利

用した複数機 CDO の条

件を明らかにする。これに

より、洋上経路から空港

到着までの経路における

より効率的な飛行が可能

になる。 

 

イ．「Full 4D」の運用方式に

関する研究（平成 25 年度

～28 年度） 

本研究では、将来の 4

次元軌道ベース運用（Full 

4D TBO）実現に向けて、

運用方式の開発、課題抽

出を行い、解決方法を提

案する。平成 27 年度は、

運用ルールを開発し、ファ

ストタイムシミュレーション

を行うことによりTBOの便

益を評価する。また、空域

安全指標の開発に着手

するとともに軌道最適化

アルゴリズムの改良・評

価を行う。 

 

ウ．航空路監視技術高度化

の研究（平成 25 年度～28

年度） 

本研究では、我が国に

今後導入される高度な管

制運用方式において必要

となる監視技術の確立を

図るため、WAM（広域マ

ル チラ テレー シ ョ ン） や

ADS-B（放送型自動位置

情報伝送・監視機能）等

の新しい監視技術を航空

路監視に導入する際に課

題となる洋上空域への覆

るものか。 

e)成果・取組が国際競

争力の向上につな

がるものであるか。 

 

各評価軸に対する視

点を以下に示す。 

a)  

・全ての研究が国の方

針や社会のニーズと

適合している 

 

b) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 等 

ア．」の成果 

 

c) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 等

イ．」の独創性、革新

性、先導性、発展性 

 

d) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 等

ウ．」の国際的意義 

 

e) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 等

ア．」の国際競争力 

（航空機監視応用システ

ム）を利用した複数機 CDO

の条件について明らかにし

た。 

 

イ．「Full 4D」の運用方式に関

する研究（平成 25 年度～

平成 28 年度） 

ファストタイムシミュレー

ションを行うことにより TBO

の便益を評価するととも

に、運用ルールの基礎とな

る空域複雑性指標の開発

し、TBO の運用ルール、空

域安全指標の開発に着手

した。また、軌道最適化ア

ルゴリズムの開発評価を行

った。これらにより TBO の

便益を明確にするとともに

課題を抽出した。 

 

ウ．航空路監視技術高度化

の研究（平成 25 年度～平

成 28 年度） 

高利得セクタ型アンテナ

の機能・性能試験を実施し

受信局アンテナのセクタ化

による信号検出率の改善

効果、ならびに性能予測手

法の有効性を確認した。ま

た、得られた試験結果によ

り、中央セクタのアンテナに

対して、ビーム幅を広げる

改修を行った。 

 

エ．陸域における UPR に対

応した空域編成の研究

（平成 27 年度～平成 30

年度） 

文献などに基づき、諸外

国における UPR の運用状

施し、現在の CDO 運用時間外でも CDO が実施できる

時間帯があることを示した。また、通過時刻の指定等

の制限を付加することでさらに拡大できることを示し

た。この手法は全世界の混雑空港に適用可能であり、

国際的意義が非常に高い。 

 

ア-2．洋上から、羽田空港への到着機について、シミュレ

ーションでは、同経路で 2 分程度の時間調整を減速で

行った場合よりレーダ誘導による同様の時間調整の方

が 500 ポンド以上の燃料を余分に使うことになる。 

動的経路変更方式（DARP）の実施基準については、

200～500 ポンド程度以上燃料削減のときに DARP を要

求することが予想される。その場合、CDO が実施でき

れば DARP の効果と CDO の効果で 1,000 ポンド程度

の燃料削減の便益が見込まれ、CO2 排出量の削減等

に貢献できる。 

 

ア-3．COD の降下パスは個々に最適化されているため

ASAS の予測が難しく前後の間隔を多めに確保する必

要がある。そこで降下角を固定し予測精度を高め、

Flight-deck Interval Management （FIS）を利用すること

で、最低管制間隔による運用が期待できる。フルフライ

トシミュレータによる検証の結果、複数機の到着機が、

ある程度の間隔を保ちながら CDO を実現できることが

実証された。このことは、燃料消費の削減、交通容量拡

大、安全性向上に繋がる優れた成果である。 

 

イ-1．便益を評価する精度を確認するため、国内便と国

際便を含む 8 つの便の交通サンプルで 4 つのルート

パターンの軌道をシミュレーションで計算し、消費燃

料、飛行時間と飛行距離を比較した。この結果から、

飛行性能を予測するプログラムを開発した。このプロ

グラムは、実際の軌道データに対しても適用できるな

ど、関連する研究にも広く活用できる。TBO の便益評

価を高精度化できるプログラムを活用することにより、

便益を配慮した TBO のルール構築やルール案の比

較評価と選定なども活用できると期待され、発展性が

ある研究と言える。 

 

イ-2．飛行予定経路上の軌道変更点の情報を用いた難

度値の計算方法を確立し指標計算の精緻化を図っ

社会実装に向けて、引き続き研究開発 

を進めていくことが望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・消費燃料の大幅な削減や騒音低減に

効果のあるＣＤＯ（継続降下）の運用拡

大を航空局に提案し、航空局の施策に

大きく貢献している。また、開発したツー

ルは全世界の混雑空港にも対応でき、

特に顕著な成果をあげている。 

・CDO の成果による発着便の増便や燃

料削減は、我々が身近に感じ、また恩恵

を受けるものである。 

・CDOについて、関西空港への拡大可能

性提案及び羽田空港への適用条件の提

案だけではなく、導入プロセスを確立した

ことを評価する。 

・将来の航空需要増加が予測される中

で、羽田空港への CDO の拡大可能性提

案は特筆すべき成果である。 

・十分な成果を挙げている．実社会への

展開にもリソースを配分できると素晴らし

い． 

・CDO の拡大可能性提案や導入可能性

検討といった取り組みは、消費燃料の削

減等に寄与する大きな成果である。 
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可能な（例えば羽田へ

の国際線の到着便で

1000 ポンド程度の燃

料削減及び３分程度の

飛行時間短縮）飛行経

路の設定を実現する。 

 

 

域拡張や、電波環境を配

慮した空地データリンクを

実現する技術を開発す

る。平成 27 年度は、WAM

実験装置を利用して、航

空 路 監 視 に 適 用 す る

WAM/ADS-B の機能およ

び性能に関する評価試験

を実施する。また、試験結

果を踏まえた実験装置の

改修を行う。これにより、

航空路 WAM/ADS-B 技

術の達成度と課題を把握

できるようにする。 

 

エ．陸域における UPR に対

応した空域編成の研究

（平成 27 年度～30 年度） 

本研究では、運航者が

効率の良い飛行経路を選

択できる UPR（利用者選

択経路）を陸域へ導入す

る場合、航空管制機関が

安全で円滑な空域編成を

実施するための課題を抽

出し、円滑かつ効率の高

い交通流の実現手法を提

案する。平成 27 年度は、

運用上の要件及び空域

編成手法を調査し、シミュ

レーションモデルの構築

に着手する。 

 

 

況を調査し、実データを解

析することで悪天候や偏西

風などの気象条件の変化

が飛行経路や飛行高度に

与える影響を明らかにし

た。飛行経路の構成に対

応した空域編成の検討を

目的としたシミュレーション

モデルの構築に着手、UPR

に基づく燃料消費を最小と

する飛行のシミュレーション

実施を可能とした。 

た。航空管制官が認知する難度と計算値を対応づけ

る方法が明らかになりつつある。管制業務の安全性に

資する成果である。 

 

イ-3．最短飛行距離の経路（大圏経路）に基づく風を考慮

した最適軌道を生成する軌道最適化ツールに機能をい

くつか追加した。特に、航空機の水平方向の拘束を加

えることにより、平面上の二次元経路を指定した場合

（水平面内の経路に選択の余地がない場合）について

高度方向のみを考慮した三次元軌道最適化も行うこと

ができる。また，最適化モデルでは BADA の運用可能

な最大高度の選択方法を改善し、より現実的な最適経

路を得ることが出できた。このことから国際的に意義が

ある研究と言える。 

 

ウ．高利得セクタ型アンテナの機能・性能試験を実施し

た。セクタ端での利得の低下について、ビーム幅を広げ

る改修を行い改善した。また、性能予測手法による予

測値も実測値と概ね一致している。本試験結果から、

受信局アンテナのセクタ化による信号検出率の改善効

果、信号数と信号強度に基づく性能予測手法の有効性

が確認できた。航空路への WAM/ADS-B の実現に大

きく貢献した。 

 

エ．気象条件（風の影響）および航空機型式による機体性

能を考慮した燃料消費を最小とする経路に基づく交通

流データの生成が実現し、UPR に基づく経路上の飛行

のシミュレーションの迅速な実施を可能となり、我が国

への空域再編手法の確立に貢献した。 

 

以上のように、本項目において年度計画を上回る優

れた成果があったことから、自己評価を A とした。 

 

 

  

４．その他参考情報 

 



7 
 

業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 空港付近の運航高度化に関する研究開発（混雑空港の処理容量拡大）の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

ハイブリット監視技術 － － － － － － 予算額（千円）      

GNSS 精密進入着陸 － － － － － － 決算額（千円）      

空港面交通管理手法 － － － － － － 経常費用（千円）      

       経常利益（千円）      

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 航空機の能力を最大限

活用し、曲線進入や通過

時刻の厳密な指定が可能

となる高精度な航法等を円

滑に導入するため、航空機

に求められる運航上の性

能要件を規定して実施する

性能準拠型の運用に資す

る技術開発等に取り組む。 

 

離陸から着陸までの全

飛行フェーズでの衛星航

法を実現することにより、

航空機が常に正確な位置

と時刻で飛行できるように

するため、衛星航法システ

ムの高度化等に取り組む。 

本 研 究 開 発 分 野 で

は、混雑空港の容量拡

大及び処理能力向上、

空港面における交通渋

滞解消、定時性及び利

便性向上などを目指し

て、「GNSS による高カ

テゴリー運航」、「空港面

トラジェクトリ予測手法開

発」、「監視技術の高度

化」、「GNSS を利用した

曲線経路による進入方

式」等の研究課題に取り

組む。これにより、衛星

航法システムの高度化、

航空機の飛行状況等を

精密に監視するシステ

ア．ハイブリッド監視技術の研究

（平成 23 年度～27 年度） 

本研究では、次世代監視シ

ステム（WAM や ADS-B 等）と

従来監視システム（SSR モード

S 等）の長所を組合せることに

より、より信頼性の高い監視情

報を提供する技術を開発する。

また、両監視システムにおいて

は信号環境の劣化が問題とな

っており、これを改善する技術

を開発する。これにより、我が

国における次世代監視システ

ムの迅速かつスムーズな導入

に貢献する。平成 27 年度は、

総合実験を行い、開発したハイ

ブリッド監視技術の効果を確認

＜評価軸＞ 

a)成果・取組が国の

方針や社会のニー

ズと適合している

か。 

b)成果・取組が社会

的価値（安全・安

心で心豊かな社会

等）の創出に貢献

す る も の で あ る

か。 

c)成果・取組の科学

的意義（独創性、

革新性、先導性、

発展性等）が十分

に大きなものであ

るか。 

ア．ハイブリッド監視技術の研

究（平成 23 年度～平成 27

年度） 

ハイブリッド監視技術の

総合実験を実施し将来の

運用方式に適合できること

を確認した。また、ハイブリ

ッド監視技術の効果を確認

した結果、従来以上の監視

性能を有する、信頼性が高

い監視技術であることが証

明された。 

 

イ．GNSS を利用した曲線経

路による精密進入着陸方

式等の高度な飛行方式の

研究（平成 25 年度～平成

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

ア～ウのとおり年度計画は全て達成している。平

成 27 年度の特筆すべき事項は以下のとおり。 

 

ア-1．ハイブリッド監視システムの監視性能評価の

ため、航空機監視実験を実施した。統合処理に

より、従来の監視性能の倍以上（更新頻度間隔

2 秒以下、監視精度 50ｍ以下）で出力できること

を確認し、信頼性の高い監視を実現した。当研

究所が開発したハイブリッド監視技術は、将来の

運用方式に適合できる独自開発した新技術であ

り、国際的意義が高い。 

 

ア-2．監視性能評価のため、監視分析ツールを構

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

新旧の監視技術を統合して両者の利

点を併用することで、より高精度かつ信

頼性の高い監視システムを確立させたこ

とは特筆すべき成果である。 

この成果は世界初の技術であり、今後

の世界標準策定への貢献も期待でき

る。 

以上の実績を踏まえ、本項目について

顕著な成果を上げていると認められるこ

とから評価を A 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

社会実装に向けて、引き続き研究開発 

を進めていくことが望まれる。 
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ムの高度化、航空機に

求められる運航上の性

能要件を規定して実施

する性能準拠型の運用

に資する技術開発等に

貢献する。 

具体的には、本中期

目標期間中に以下を達

成 す べ く 取 り 組 む 。

「GNSS による高カテゴ

リー運航」の研究課題で

は、高カテゴリー精密進

入に要求される高い安

全性（インテグリティ 1-1

× 10-9 ） を 実 証 す る

GBAS を開発する。これ

により、カテゴリーⅢ相

当の気象条件下（視程

100 ｍ 程 度 ） に お け る

GNSS を使用した安全

な着陸誘導を実現する。 

「空港面トラジェクトリ

予測手法開発」の研究

課題では、空港面の交

通流分析に基づき、航

空機の空港面走行時間

の予測モデルを開発す

る。これを活用して航空

機の空港面走行スケジ

ュールを工夫することに

より、航空交通量の増大

に伴う空港面の渋滞の

抑制を実現する。 

「監視技術の高度化」

の研究課題では、広域

マルチラテレーションや

SSR モード S など複数

の監視システムを統合

することにより、従来型

の監視システム（SSR）

の２倍以上の頻度で空

し、研究をまとめる。 

 

イ．GNSS を利用した曲線経路に

よる精密進入着陸方式等の高

度な飛行方式の研究（平成 25

年度～29 年度） 

本 研 究 で は 、 衛 星 航 法

（GNSS）による精密進入着陸

システムである GBAS を用いた

曲線進入等の高度運用方式を

実現するために、機上実験装

置の開発と飛行実証実験によ

り曲線進入経路に関する基準

案の策定に貢献する。また、シ

ミュレーションツールの開発を

行い、GBAS進入時の障害物と

の安全間隔を評価する手法を

確立して計器飛行方式設計基

準の策定に貢献する。平成 27

年度は、曲線経路の機上計算

部を開発するとともに RNP（航

法性能要件）方式とGBAS進入

経路を接合する方式の設計に

必要な制約を明確化する。ま

た、昨年度に引き続き人間モ

デル操縦データを取得してシミ

ュレーションツールに組み込

み、経路逸脱量の計算を可能

とする。 

 

ウ．空港面の交通状況に応じた

交通管理手法に関する研究 

（平成 26 年度～29 年度） 

本研究では、成田空港にお

いてより効率的な空港面交通

を実現するために、空港レイア

ウト、経路、滑走路使用状況等

を踏まえた地上走行に関する

交通状況をルに組み込み、経

路逸脱量の計算を可能とす

る。 

d)成果・取組が国際

的な水準に照らし

て十分大きな意義

があるものか。 

e)成果・取組が国際

競争力の向上につ

ながるものである

か。 

 

各評価軸に対する視

点を以下に示す。 

a)  

・全ての研究が国の

方針や社会のニー

ズと適合している 

 

b) 

・「主な業務実績等

ア．」の成果 

 

c) 

・「主な業務実績等

イ．」の独創性、革

新性、先導性、発展

性 

 

d) 

・「主な業務実績等

イ．」の国際的意義 

 

e) 

・「主な業務実績等

ウ．」の国際競争力  

 

29 年度） 

機上機器に機体姿勢情

報等を取り込むための改

修作業、機上機器の画面

生成部の開発をするととも

に、海面気温による気圧高

度の変動が FMS による誘

導から GLS の垂直パス偏

位であるグライドスロープ

に切り替わる会合動作に

与える影響を検討した。ま

た、昨年度までに開発し実

機の空力特性情報を組み

込んだ GLS 進入実験用反

力付き操縦シミュレータを

用いて操縦経験者により実

験データを取得し、モンテカ

ルロ・シミュレーションツー

ルに人間操縦モデルを組

み込むなど一部開発を開

始した。これにより、経路逸

脱量を計算し、今後の開発

のためのデータを得た。 

 

ウ．空港面の交通状況に応じ

た交通管理手法に関する

研究（平成 26 年度～平成

29 年度） 

航空局より提供を受けた

空港面地上交通データ、成

田国際空港株式会社提供

のスポット情報データを基

に、交通管理手法の開発を

行い、評価指標について検

討を進めた。また、空港面

交通管理手法を適用したシ

ナリオによりシミュレーショ

ン評価を行い、スポット出

発時刻調整が出発便走行

機数に与える影響を明らか

にした。 

築した。本ツールにより、大量のデータを処理す

ることが可能になり、監視センサの性能を領域別

に詳細に分析できるようになった。実システムの

配備や運用の際に重要となる領域別の詳細な監

視性能を把握することが可能となり得る独自の

技術である。 

 

イ-1．最終降下経路の前をレベルセグメントとする

方式とレベルセグメントを使わず連続降下する方

式の設計方法について、検討・比較を実施した。

シミュレータによる検証実験の結果、設計した連

続降下する方式は燃料消費や環境負荷を低減

できる利点が存在するが、高温時には自動でグ

ライドスロープに会合できないという制約がある

ことを明確化した。 

 

イ-2．機上機器に機体姿勢情報等を取り込むため

の改修作業、機上機器の画面生成部の開発を

行い、経路処理部を改修し画面生成部と連接す

ることにより機上計算部として動作できるようにし

た。仙台空港に実験的に設定した研究用の曲線

経路を GBAS 地上装置から放送し、当研究所実

験用航空機を用いた RNP AR 経路のオーバーレ

イによる曲線進入を実施した。実験では、画面生

成部、経路処理部の動作確認を行うとともに、表

示画面についてパイロットから意見聴取を行い、

次年度実施の画面生成部の機能追加の仕様検

討に反映させた点で今後の実験につながる発展

性がある技術である。 

 

イ-3．本研究では、GLS 進入の衝突確率モデルを

確立するためのモンテカルロ・シミュレーションツ

ールの開発を開始した。このことは、障害物件と

の離隔距離を短縮することを可能とする先導性

がある技術である。 

 

ウ-1．各出発便の現在位置から出発走行のフェー

ズと滑走路端の待ち行列までの残り時間を推定

することにより、スポット出発予定段階から離陸

の瞬間まで途切れることなく離陸時刻および出

発走行時間の予測を行う手法を開発した。また、

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・ハイブリッド監視技術は世界初の独自

技術であるとともに、これからの航空技

術の応用にも期待できるものであり、特

に顕著な成果を上げている。航空技術以

外の分野にも応用が可能であると考える

ため、関係機関との連携強化に記載され

ている全国の大学等との共同研究により

さらなる成果を上げて頂きたい。 

・ADS-B と WAM をハイブリットした監視

技術に関する研究は世界初の技術であ

り、今後の世界標準への貢献も期待でき

る。 

・ハイブリッド監視技術において、位置測

定の精度を保証しながら、信頼性を高め

る技術を開発したことを評価する。 

・ハイブリッド監視技術については、従来

の監視装置と新しい監視装置の混在運

用を可能にし、信頼性・安全性に大きく

寄与する。 

・十分な成果を挙げている．産業競争力

といった視点も，是非強化いただけると

素晴らしい． 

・ハイブリッド監視技術の研究は将来の

監視システムへ大きく寄与する。 
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港付近の航空機を監視

できる技術を開発し、平

行滑走路の独立運用等

の新しい運航方式を実

現する。 

「GNSS を利用した曲

線経路による進入方式」

の研究課題では、GBAS 

を利用した曲線経路に

よる着陸進入の実現を

目指して、機上装置を開

発するなど、航空機の能

力を活用した効率的な

曲線経路による着陸進

入の研究開発に着手す

る。 

 

 

本研究では、成田空港にお

いてより効率的な空港面交通

を実現するために、空港レイア

ウト、経路、滑走路使用状況等

を踏まえた地上走行に関する

交通状況を分析し、走行機数

調整、走行経路調整、スポット

出発時刻調整などの交通管理

手法を開発する。平成 27 年度

は、引き続き空港面交通データ

の分析を行うともに、分析・予

測に基づく交通管理手法の適

用条件および評価指標につい

て検討を進める。また、空港面

交通管理手法のアルゴリズム

を適用したシナリオを作成し、

シミュレーション評価を行う。 

 

離陸時刻の予測については、スポット出発時刻

の事前情報の確かさが予測結果に大きく影響す

ることが分かった。以上により、離陸時刻の予測

精度を上げることにより、空港面の航空交通管

理の質の向上に貢献した。 

 

ウ-2．空港面交通管理手法を適用したシナリオに

よるシミュレーション評価では、スポット出発時刻

調整を行った結果、成田空港で試行的に行われ

ているスポット出発時刻調整の有効性を示すこと

ができた。また、走行機数の抑制に着目して適

用時間等を設定することが有効であることがわ

かった。誘導路上での滞留を減少させ、空港面

の混雑緩和に貢献したほか空港の国際的競争

力も高めている。 

 

以上のように、本項目において年度計画を上

回る優れた成果があったことから、自己評価を A

とした。 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 空地を結ぶ技術及び安全に関する研究開発（安全で効率的な運航の実現）の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

WiMAX 技術通信網 － － － － － － 予算額（千円）      

マルチスタティック － － － － － － 決算額（千円）      

空港面異物監視 － － － － － － 経常費用（千円）      

次世代 GNSS 対応 － － － － － － 経常利益（千円）      

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 軌道ベース運用におい

ては、航空機の位置、交

通状況等の情報共有によ

り、地上・機上での状況認

識能力の向上を図る必要

がある。そのため、地対

空の高速通信技術の開

発、航空機の飛行状況等

を精密に監視するシステ

ムの高度化等に取り組

む。 

 

定型的な作業について

は自動化を図り、人の能

力をより付加価値の高い

業務に集中させるととも

に、機械の信頼性を高め

本研究開発分野では、

安全かつ効率的な運航

の実現、航空通信のボト

ルネック解消及び航空用

データリンクの導入、ヒュ

ーマンエラーの低減やシ

ステムの信頼性向上など

を目指して、「航空用デー

タリンクの評価」、「汎用高

速通信技術の次世代航

空通信への適用」、「管制

官ワークロード分析」、「ヒ

ューマンエラー低減技術」

等の研究課題に取り組

む。これにより、地対空の

高速通信技術の開発、運

航に係る情報を関係者が

ア．WiMAX 技術を用いた C バン

ド空港空地通信網に関する

研究（平成24年度～27年度） 

本研究は、汎用高速通信

技術の一つである WiMAX 技

術を用いた空港域の C バンド

（5GHz 帯）次世代航空通信シ

ステムのプロトタイプを開発

し、高速通信を実現するとと

もに、得られた結果を ICAO

（国際民間航空機関）等の国

際標準規格策定作業に反映

させることを目的とする。平成

27 年度は、これまでに試作し

た実験用プロトタイプを用い

て、次世代航空通信システム

のアンテナについて実験結果

＜評価軸＞ 

a)成果・取組が国の

方針や社会のニー

ズと適合している

か。 

b)成果・取組が社会

的価値（安全・安

心で心豊かな社会

等）の創出に貢献

す る も の で あ る

か。 

c)成果・取組の科学

的意義（独創性、

革新性、先導性、

発展性等）が十分

に大きなものであ

るか。 

ア．WiMAX 技術を用いた C

バンド空港空地通信網に

関する研究（平成 24 年度

～平成 27 年度）  

計算機シミュレーション

により求めた複数のアン

テナの設置候補箇所に基

づき、最適環境下を決定

し、その環境下での実験

に よ り 性 能 評 価 を 行 っ

た。アンテナ配置の最適

化について ICAO の国際

標準規格策定会議に報

告 す る と 共 に 、

AeroMACS 専用のアンテ

ナについて電波無響室を

用い、アンテナパターンの

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

ア～エのとおり年度計画は全て達成している。平成 27 年

度の特筆すべき事項は以下のとおり。 

 

ア-1．最大 6Mbps の通信速度を記録した。また、空港の約 8

割のエリアで既存空地データ通信の約 100 倍にあたる

3Mbps 以上の通信速度を得ることができ、革新的な技術で

ある。また、国際競争力強化につながる。 

 

ア-2．今回の検証は、事前に計算機シミュレーションにより求

めた複数のアンテナの設置候補箇所に基づき、実験によ

る性能評価を行った。このようなアンテナ配置の適切な決

定手法については、他の空港にも適用でき、実用化可能

な技術である。また、ICAO における国際標準案の策定に

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

「汎用高速通信技術の次世代

航空通信への適用」において、空

港全域に亘り航空機と地上の間

における高速通信を可能とする技

術開発を行い、世界に先駆けて通

信装置の開発に成功したことによ

り、実用化に向けて大きく前進した

ことは特筆すべき成果である。 

また、本装置の開発と並行して

ICAO における国際標準化作業に

参画し、その中心的役割を担って

作業を完了させたことは、我が国

の国際競争力強化にもつながるも

のと期待できる。 

以上の実績を踏まえ、本項目につ
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ること等により、人と機械

の能力の最大活用を図る

必要がある。そのため、

管制官のワークロード分

析等、ヒューマンエラー防

止に関する技術開発等に

取り組む。 

 

高度な航空交通管理に

おいては、全ての関係者

の間で情報共有と協調的

意思決定の徹底図る必

要がある。そのため、運

航に係る情報を関係者が

共有できる環境の構築に

資する技術開発等に取り

組む。 

 

ボトルネックを解消して

より効果的な軌道ベース

運用への進展を図り、混

雑空港及び混雑空域に

おける高密度運航の実現

に資するため、航空交通

管理のパフォーマンス評

価手法の開発等に取り組

む。 

共有できる環境の構築に

資する技術開発、ヒュー

マンエラー防止に関する

技術開発等に貢献する。 

具体的には、本中期目

標期間中に以下を達成す

べく取り組む。 

「航空用データリンクの

評価」の研究課題では、

従 来 型 の デ ー タ リ ン ク

（VDL２）より伝送速度が

10 倍程度向上し、かつ

伝送誤り率を低減（従来

の 10－4 を 10－７程度

へ）できるＬバンド空地デ

ータリンクを実現する。 

「汎用高速通信技術の

次世代航空通信への適

用」の研究課題では、高

いセキュリティ性が要求さ

れる航空管制用通信シス

テムとして、汎用高速通

信技術を適用したテスト

ベッドを開発し、空港面全

域をカバーする高速通信

を実現する。 

「管制官ワークロード分

析」の研究課題では、管

制業務のタスク分析を基

に知識構造化システムを

開発し、管制官の経験や

知 識 を 整 理 し て モ デ ル

化・可視化することで、ヒ

ューマンエラーを低減す

るための施策への活用を

実現する。 

「ヒューマンエラー低減

技術」の研究課題では、

発話音声分析装置により

収集したデータと脳波な

ど他の生理指標との相関

を 検 証 す る 。 こ れ に よ り 、

ICAO の国際標準規格案に検

証結果を反映させる。 

 

イ．マルチスタティックレーダに

よる航空機監視と性能評価

に関する研究（平成 26 年度

～29 年度） 

本研究では、マルチスタテ

ィックレーダによる航空機の

監視を行うために必要な、レ

ーダシステム性能要件を求

め、要素技術を開発する。平

成 27 年度は、設計製作した

実験用レーダシステムの設

置と基礎試験を行うとともに、

測位精度向上のための信号

分離手法の技術課題を抽出

する。また放送波などを利用

したレーダの監視性能につい

て評価手法の開発に着手す

る。 

 

ウ．空港面異物監視システムの

研究（平成26年度～28年度） 

本研究は、滑走路等の航

空機が高速で移動するエリア

において、事故を引き起こす

恐れのある異物の有無を検

知し、滑走路状態を監視する

システムを開発するとともに、

得 ら れ た 成 果 に よ り

EUROCAE（欧州民間航空用

装置製造業者機構）等の国

際標準規格策定作業に貢献

する。平成 27 年度は、滑走

路面に落下した物体をこれま

でに開発されたミリ波レーダ

に加えカメラでも発見し、その

物体が危険物であるか判断

するためのアルゴリズムを開

d)成果・取組が国際

的な水準に照らし

て十分大きな意義

があるものか。 

e)成果・取組が国際

競争力の向上につ

ながるものである

か。 

 

各評価軸に対する視

点を以下に示す。 

a)  

・全ての研究が国の

方針や社会のニー

ズと適合している 

 

b) 

・「主な業務実績等

ア．」の成果 

 

c) 

・「主な業務実績等

イ．ウ．」の独革創

性 、 革 新 性 、 先導

性、発展性 

 

d) 

・「主な業務実績等

ア．ウ．」の国際的

意義 

 

e) 

・「主な業務実績等

ア．エ．」の国際競

争力 

取得実験を行った。 

 

イ．マルチスタティックレーダ

による航空機監視と性能

評価に関する研究（平成

26 年度～平成 29 年度） 

シミュレーションもしくは

実際にそれらの信号分離

手法を実装して技術課題

の抽出を行った結果、遠

方からなどの微弱信号に

ついては十分な分離がで

きない場合があることが

明らかになった。また、複

数アンテナの受信信号を

用いて受信した信号空間

の独立性からノイズと信

号を分離する手法では、

計算コストが非常に高く

実時間処理に問題がある

ことが明らかとなった。さ

らに、地デジ信号の遅延

プロファイルを使った方式

では、ほぼリアルタイム

に、また高い更新頻度で

レーダ画像を得ることが

でき、また同時に着陸す

る複数の航空機を分離し

て表示可能であることが

明らかになった。 

 

ウ．空港面異物監視システ

ムの研究（平成26 年度～

平成 28 年度） 

高感度の ITV カメラを

用いて標準物標やボルト

などの検出テストサンプ

ルによる異物検出機能を

評価しまた、標準状態と

状態が変わった部分を抽

出する画像を作成できる

大きく貢献をしている。 

 

ア-3．次世代航空通信システムのアンテナ配置の最適化に

ついて ICAO の国際標準規格策定会議に報告すると共

に、弊所プロトタイプにも接続可能な AeroMACS 基地局専

用のセクタアンテナのアンテナパターンを、弊所電波無響

室において測定し AeroMACS の国際標準規格を満足し、

実用に供するアンテナが存在することを明らかにした。ま

た、この測定結果について、平成 27 年 6 月に行われた

ICAO の AeroMACS の国際標準規格の策定会議に測定結

果と共に文書案を提出し、技術マニュアルにおけるアンテ

ナ項目の文書案に採用され、国際標準策定の検証作業の

役割を担った。このように、当研究所は世界に先駆け国際

標準を満たす C バンド次世代航空通信システムの検証作

業において、ICAO における国際標準案の策定に大きく貢

献をしている。 

 

イ-1．光ファイバ無線技術を使うパッシブレーダでは、送信機

から離れた受信機側でも実際の送信信号を使ったレーダ

処理が行えるため、これまで同様のレーダ処理及び測位

結果が得られることが期待でき、今後受信局を追加するこ

とによって、捕捉性能やブラインドエリアが解消できる、独

自の技術である。 

 

イ-2．地デジ信号の遅延プロファイルを使った方式では、ほ

ぼリアルタイムに、また高い更新頻度でレーダ画像を得る

ことができ、また同時に着陸する複数の航空機を分離して

表示可能であることが明らかになった。東京湾周辺の実験

結果から、着陸直前の 5000ft 付近から測位可能であるこ

とがわかった。また、仙台空港での飛行実験の結果からは

実験機のようなレーダ断面積の小さな小型航空機でも測

位可能であることが明らかとなり、地上デジタル放送波の

覆域内において本手法による航空機監視は高い検出率が

期待できることが明らかとなった。既存のレーダより安価で

測位精度や更新頻度が向上した高性能なレーダシステム

が構築可能であると期待される。 

 

ウ-1．夜間の灯火が無い場所に配置された検出テストサンプ

ルを用いて、検出能力を評価したところ、M4 ボルトは約

300m、大きな物体であれば 500m 離れていても検出可能

であることが示された。 

いて顕著な成果を上げていると認

められることから評価を A評定とし

た。 

＜今後の課題＞ 

社会実装に向けて、引き続き研究

開発を進めていくことが望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・次世代航空通信システムの開発

は世界で初めて空港全域をカバ

ーするプロトタイプの製作に成功

し、実用化に大きく貢献している。

また、その成果を世界に発信し国

際標準にも反映されていることは

今後の日本の技術を海外に輸出

することもでき、特に顕著な成果で

あると言える。 

・WiMAX 技術を用いた空港空地通

信網に関する技術は世界に先駆

けて開発されたものであり、その

後の国際標準案作成への貢献や

国内での実用化等の特筆すべき

成果をあげた。 

・航空用WiMAX技術の開発は、世

界に先駆けたものになっていると

いう点で評価できる。 

・次世航空通信システムに関する

研究は、世界に先駆けたものであ

り、国際標準案作成に大きく寄与

した。 

・十分な成果を挙げている．産業

競争力といった視点を強化しなが

ら，次なる研究開発につなげてい

ただきたい． 

・次世代航空通信システムに関す

る研究開発等、世界に先駆けて実

施された。 

・安全で効率的な運航の実現に向

けて顕著な成果をあげている。 

・日本とアメリカでは環境が異な
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関係を評価検証し、管制

官などの疲労による覚醒

度低下の評価を実現す

る。 

 

発する。 

 

エ．次世代 GNSS に対応したア

ベイラビリティの高い航法シ

ステムに関する研究（平成 27

年度～平成 31 年度） 

本研究は、安全で効率的

な運航を実現する GNSS ベー

ス 航 法 の 実 用 に 不 可 欠 な

GNSS 補強システムのアベイ

ラビリティ（利用可能な時間割

合） 改善を図るものである。

このための方策として次世代

GNSS の利用や宇宙天気情

報の活用による効果につい

て評価すると共にこれらの利

用に必要な技術開発を行い、

国際標準規格案に反映す

る。平成 27 年度は、次世代

GNSS を利用する場合の技術

要件の明確化及び期待でき

る性能の解析を行うとともに、

宇宙天気情報の利用方法を

検討する。 

 

アルゴリズムを構築した。

これにより危険物を模擬

したテストサンプルを抽出

できることを確認した。 

 

エ．次世代 GNSS に対応し

たアベイラビリティの高い

航法システムに関する研

究（平成 27 年度～平成

30 年度） 

次世代GNSS 環境に対

応した補強システムにつ

いて、調査を実施するとと

もに国際的規格化活動に

参画した。 

次世代 SBAS について

は、次世代 GNSS への対

応による性能向上の効果

を確認しており、これをも

とに IWG において新規格

案に対す る議論を行っ

た。 

次世代 GBAS について

は、国際動向を調査する

とともに、プロトタイプシス

テムの構築に向けた調整

等を行った。 

宇宙天気情報の利用

については、情報通信研

究機構及び気象庁を通じ

て我が国における観測デ

ータの提供等を行った。 

 

ウ-2．レーダなどの他のセンサから取得された位置座標か

ら、その座標へ向けてカメラを自動的に動かして撮影する

ソフトウェアを構築した。 

 

ウ-3．ITV カメラを水平方向に動かしながら撮像した映像を用

いて、標準状態と異なる状態変化を探知する機能の検討

を行った。また、将来的に空港面を管制塔から見た情景と

同様の画像を用いて表示できるよう、異なる時刻に取得さ

れた動画からパノラマ画像を生成し、特徴点から位置合わ

せを行い、一致した部分を用いて標準状態と状態が変わっ

た部分を抽出する画像を作成できるアルゴリズムを構築し

た。 

 

ウ-4．通常の光ネットワークとして使用されている光ファイバ

1 本を共用することのできるアナログデジタル混在型光ファ

イバ無線システムを構築した。特に本システムでは光回路

のフィルタリングにより、デジタル伝送光のレーダ用信号伝

送光への回り込みを抑制し、光領域で 70dB 以上の信号光

対雑音光比を達成し、アナログレーダ信号を高品質のまま

伝送できるため、空港面異物監視システムを構築するため

に必要な独自の技術である。 

 

エ-1．次世代 SBAS における技術的要件の検討を行い、次

世代 SBAS が使用する新信号に重畳されている航法メッセ

ージの品質を評価した結果、既存メッセージより良好な

性能を示すことを確認した。この研究は国際的規格化

に貢献するのもである。 

 

エ-2．アジア地域における電離圏擾乱のモデル化等を目的と

して設置されている ISTF（電離圏研究作業部会）には議長

として参加しており、ガイダンス文書を作成すべく主導的な

立場にてアジア諸国への貢献を図っている。 

 

以上のように、本項目において年度計画を上回る優れた

成果があったことから、自己評価を A とした。 

り、たとえ国際標準を満たしていて

も、アメリカの機材を日本の空港

にそのまま導入することはできな

い。そういった意味で、日本で開

発した技術を国際標準化すること

の意義は大きい。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 研究開発の実施過程における措置の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

       予算額（千円）      

       決算額（千円）      

       経常費用（千円）      

       経常利益（千円）      

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 社会的要請に応えるた

めの研究開発課題の選

定にあたっては、社会・行

政ニーズ及びこれらに対

応するための技術課題を

明らかにした上で、その

中から、研究所でなけれ

ば実施できない課題であ

って、国の施策と密接に

関係する（国が実施する

関連行政施策の立案や

技術基準の策定等）航空

管制に関する研究開発

等、真に必要なものに重

点化すること。その際、他

の研究開発機関が実施し

ている研究内容等を可能

研究開発課題の選定

にあたっては、「社会・行

政ニーズ」及びこれらに対

応するための技術課題を

明らかにした上で、研究

所でなければ実施できな

い課題であり、かつ国の

施策と密接に関係する

（国が実施する関連行政

施策の立案や技術基準

の策定等）航空管制に関

する研究開発等、真に必

要なものに重点化する。

なお、重点化にあたって

は他の研究開発機関が

実施している研究内容等

を可能な限り把握し、知

平成2７年度は、以下を

実施する。 

① 研究開発課題の選定

にあたっては、航空行

政、運航者等の航空関

係者のニーズを踏まえ

た「将来の航空交通シ

ステムに関する長期ビ

ジ ョ ン 」 （ CARATS) や

ICAO で提唱されてい

る ”Global Air 

Navigation Plan” 

(GANP)などに示されて

いる課題を随時把握

し、国が実施する関連

行政施策の立案や技

術基準の策定等に関

＜評価軸＞ 

a)成果・取組が国の

方針や社会のニ

ーズと適合してい

るか。 

b)研究開発課題は真

に必要なものに重

点 化 さ れ て い る

か。また、他の研

究機関の実施す

る研究との重複が

排 除 さ れ て い る

か。 

c)国内外の大学、民

間事業者、研究開

発機関との連携、

協力の取組が十

ア． 研究開発課題の選定にあたって当研究所は、研究開発

を通じて技術的側面から航空行政を支援する国立研究開

発法人として、研究成果が航空行政等において有益に活

用されるよう、航空行政が抱える重要性の高い技術課題

に対して、国際的計画（ICAO の長期計画である GANP、米

国の長期計画である NextGen、欧州の長期計画である

SESAR）とも調和のとれた研究課題の実施を目指し、将来

の技術動向も独自に検討しながら、重点的かつ戦略的に

取り組んだ。 

まずは、長期的な視点を得るために、当研究所の研究

長期ビジョンの見直し作業に平成 26 年度より取り組み、そ

の作業にあたっては、東京大学、日本ボーイング社、宇宙

航空研究開発機構（JAXA）、航空局からの外部委員に参

加頂いた研究長期ビジョン検討委員会を立ち上げ、長期ビ

ジョンの策定に際しては、GANP や航空局の長期計画であ

る CARATS などとも整合が取れるように配慮した。検討委

員会の報告は平成 27 年 5 月に発行し、今後 15 年間の研

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に達成 

評定 B 

＜評定に至った経緯＞ 

 航空行政が抱える課題解決の

ため、積極的に社会・行政ニー

ズの把握に努めているほか、長

期的なビジョンを見据えた研究

に基づき、着実な実施がなされ

ているため、評価を B 評定とし

た。 

 

＜今後の課題＞ 

平成 28 年度目標及び次期中長

期目標においても、目標の達成

に向けて着実に実施していく必

要がある。 

 

＜その他事項＞ 
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な限り把握し、知見・技術

の活用等について事前に

検討し、研究内容の重複

を排除すること。 

 

研究計画を策定する際

は、ニーズの発信元とな

った行政や運航者等の関

係者と十分調整して研究

の具体的な内容を検討す

るとともに、可能な限り定

量的な目標を設定して、

実用化が可能な成果を目

指すこと。また、実用化に

おける優位性と容易性を

高めるため、新技術の利

点や効果に着目するだけ

でなく、導入コスト等、実

用化のため考慮が必要と

なる外部要因にも対処す

るなど、研究開発の戦略

を検討すること。 

 

研究開発の実施にあた

っては、第三者委員会な

どによる事前、中間及び

事後の研究開発評価を

行い、評価結果を研究開

発課題の選定・実施に適

切に反映させることによ

り、研究開発の重点化及

び透明性の確保に努める

こと。 

 

見・技術の活用等につい

て事前に検討し、研究内

容の重複を排除する。 

研究計画の策定にあた

っては、ニーズの発信元

である行政や運航者等の

関係者と十分調整して研

究の具体的な内容を検討

するとともに、可能な限り

定量的な目標を設定し

て、実用化が可能な成果

を目指す。なお、策定に

当たっては、導入コスト

等、実用化のため考慮が

必要となる外部要因にも

対処するなど、研究開発

の戦略についても検討す

る。 

研究開発の実施にあた

っては、研究成果の社会

への還元及び研究所の

国際的な地位の向上につ

ながるよう、研究開始前

の評価、研究進捗管理及

び中間評価、研究終了時

の評価を適切に実施する

とともに、研究内容の見

直し、中止等、所要の措

置を講じ、評価結果をそ

の後の研究計画に適切

に反映させる。なお、重点

的に実施する研究開発課

題については外部有識者

による評価を行い、その

結果を公表して透明性の

確保に努める。 

 

係する重点研究課題を

企画・提案する。特に、

航空行政が抱える技術

課題について連絡会な

どを通じて関係者間で

情報共有を図り、重点

研究の今後の方向性

を確認しながら研究を

立案する。なお、重点

化にあたっては他の研

究開発機関が実施して

いる研究内容等を可能

な限り把握し、研究内

容の重複を排除する。 

② 研究計画の策定にあ

たっては、航空関係者

との間で随時、情報交

換を行い、研究開発の

戦略についても検討し

た上で、可能な限り定

量的な達成目標を設定

する。また、重点的に

実施する研究開発課題

については航空局へ報

告するとともに、出前講

座等を活用して航空会

社等の意見も研究計画

に反映させる。 

③ 各研究開発課題につ

いて、社会ニーズの状

況変化や外部の有識

者で構成する評議員会

及び研究所内の研究

評価委員会による事前

評価結果に基づき、行

政等の関係者と十分調

整の上、研究内容の見

直し、中止等、所要の

措置を講じる。また、評

議員会及び研究評価

委員会による事後評価

分であるか。 

d)研究開発の体制・

実施方策が妥当

であるか。 

 

各評価軸に対する視

点を以下に示す。 

a)  

・「主な業務実績 ア

～エ」の国の方針と

の整合性 

 

b) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 

イ．」による重複の

排除 

 

c) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 

イ．」による連携 

 

d) 

・ 「 主 な 業 務 実 績 

ウ．エ．」の適切な

体制 

 

究活動の方向付けを目指し、「航空交通の安全性向上及

び処理容量の拡大」と「運航効率化による環境負荷軽減」

の目標を掲げ、「機上情報活用による安全性向上及び航

空交通最適化技術」、「トラジェクトリ・ベース運用（TBO）に

よる航空交通最適化技術」、「空港面及び空港周辺の運航

効率化技術」及び「情報通信高度化による運航効率化技

術」の 4 つのプロジェクト型研究開発分野を定めている。平

成 28 年度からの中長期計画はこのビジョンを基に立てら

れており、今後の研究計画もこの長期ビジョンに沿って立

てていく予定である。 

年度ごとの研究課題の企画にあたっては、当研究所が

主催する研究発表会や出前講座、航空局との連絡会等を

通じて、航空局の CARATS 関連、産業界からの要望等、

航空関係者から出された多くの研究ニーズに対応し、研究

長期ビジョンとの連携を勘案しつつ、内容の把握及び具体

化等を行い重点化を図るとともに研究計画に反映した。 

 

イ． 重点研究の立ち上げにあたっては、航空局とも連絡会

等調整の場を設け真に必要なものに厳選している。また、

航空局との定期的情報共有の継続、エアライン、航空機製

造関係者、大学等との CARATS などの会議での情報交

換、学会、各種展示会、研究所発表会、講演会などを通じ

て、ニーズを十分把握し、研究の重複がないよう努めてい

る。共同研究では、基本的にそれぞれの技術の強みを持

ち寄り、効率良く分担して研究を進めている。 

 

ウ． 研究計画の策定に当たっては、当研究所が主催する研

究発表会や出前講座、各領域における様々な活動を通じ

て航空関係者のニーズを把握した上で企画立案し、それを

内部評価委員会で事前評価を実施し、研究の必要性、有

効性、効率性などの評価を行っている。その中で評価の低

い研究計画については、計画の変更又は中止するなどの

処置を行っている。 

また、年度ごとに研究計画ヒアリングを行い、計画の進

め方や予算設定の妥当性を確認している。年度途中に実

施する中間ヒアリングでは、進捗状況の確認を行い、必要

であれば助言を行う等、研究が円滑に進められるよう対応

を行っている。 

一年間の研究の成果は、電子航法研究所年報として制

定され、ホームページ上で広く公表している。 

 

（審議会の意見） 

・本項目は研究所としてきわめて

重要な項目であるため，今まで

以上のリソースを配分して新た

な研究所のあり方構築に向けて

進めていただきたい。 
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結果については、成果

のフォローアップに努

めながら、行政等の関

係者と十分調整の上、

その後の研究開発計

画に連続してつなげて

いく。 

具体的には、以下の評

議員会による評価を実

施し評価結果を公表す

る。 

・平成 28 年度に開始予

定の重点的に実施する

研究開発課題の事前

評価 

・平成 27 年度に終了予

定の重点的に実施する

研究開発課題の事後

評価 

また内部評価として、

以下の研究評価委員

会を実施する。 

・平成 28 年度に開始予

定の研究課題の事前

評価 

・平成 27 年度に終了予

定の研究課題の事後

評価 

 

エ． 当研究所の研究評価は、全ての研究課題について内部

評価委員会で実施し、更に重点研究課題や年度計画及び

長期ビジョン等の重要事項については、外部有識者で構

成される「評議員会」において評価、意見を受けることとし

ている。評議員からの指摘・意見等については、外部評価

報告書に「電子航法研究所の対応」としてその後の措置状

況についても掲載し、ホームページ上で公表するなど、研

究課題の適切性（重複の排除）、責任の明確化、研究評価

の公平性及び研究姿勢の透明性が確保されている。 

内部評価委員会においては、2 課題の研究期間を延長

し、2 課題を取りやめるなど、公平性と透明性を念頭に置き

つつ、実施過程での柔軟な変更及び厳正な評価を行って

いる。 

更に、委員会の運営についても、アクションアイテム管

理を継続することで担当研究員への計画変更などの指示

内容を明確にしている。 

また、評議員会において課題が指摘された研究について

は、研究企画統括を中心としたフォローアップを行い、より

高い研究成果を達成するための対応を取っている。 

各研究課題の事後評価では、次年度研究計画の策定に

評価結果を適切に反映している。また、平成 27 年度に終

了した 18 課題のうち発展が見込まれる 7 課題について、

平成 28 年度に後継課題として研究計画を策定した。 

平成 27 年度は、外部有識者で構成される評議員会を 1

回、当研究所内部の研究評価委員会を 31 回開催した。 

 

 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 基礎的な研究の実施による基盤技術の蓄積の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

       予算額（千円）      

       決算額（千円）      

       経常費用（千円）      

       経常利益（千円）      

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 電子航法に関連する

国際的な技術動向を見

据え、将来的な発展が

期待される技術に関す

る基礎的な研究、将来

の航空交通システムの

基盤技術として有望な

先進的、革新的技術の

応用に関する研究、斬

新な発想に基づく萌芽

的な研究等を実施する

ことにより、研究所とし

て長期的な視点から必

要となる基盤技術を蓄

積し、研究開発能力の

向上を図ること。 

 

研究員のポテンシャ

ル及び専門性が向上

することにより、行政等

の技術課題への適切

な対応が容易となると

ともに、革新的な研究

成果が生まれることが

期待できる。このため、

電子航法に関連する国

際的な技術動向を踏ま

えつつ、将来的な発展

が期待される技術に関

する基礎的な研究、将

来の航空交通システム

の基盤技術として有望

な先進的、革新的技術

の応用に関する研究、

研究員のポテンシャ

ル及び専門性が向上

することにより、行政等

の技術課題への適切

な対応が容易となると

ともに、革新的な研究

成果が生まれることが

期待できる。このため、

電子航法に関連する国

際的な技術動向を踏ま

えつつ、将来的な発展

が期待される技術に関

する基礎的な研究、将

来の航空交通システム

の基盤技術として有望

な先進的、革新的技術

の応用に関する研究、

＜評価軸＞ 

a)成果･取組の科学

的意義（独創性、革

新性、先導性、発展

性等）が十分に大き

なものであるか。 

 

b)挑戦的な研究開

発が波及効果に大

きい意味がある等、

次につながる有意義

なものとして認めら

れるか。 

 

各評価軸に対する

視点を以下に示す。 

a)  

ア．RNP-AR と従来方式

が混在する運用方式

の実現可能性に関す

る研究（指定研究 A：

平成25年度～平成27

年度） 

RNP-AR 方式と従

来の侵入方式の混在

環境において安全性

を保ちつつ RNP AR 運

航のメリットも保てる管

制運用を Safety Case

（安全性保証のための

分析手法）を用いて検

討し、混在環境管制運

用（混合運用）モデル

の 案 を 作 成 し た 。 ま

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

ア～カのとおり年度計画は全て達成している。平成 27 年度の特筆すべき事項は

以下のとおり。 

 

ア-1．RNP AR 進入のリクエストは必ず許可し、RNP AR 機のレーダ誘導は不可

とし、最優先で着陸させる等の条件で、リアルタイムシミュレーション実験を行

った結果、到着機の交通容量を 20 機／時、RNP AR の混合率を 30%、タワー

移管間隔を 7 NM とした場合の混合運用の実現可能性が見えた。また、混合

運用では結果的に速度調整が多用され、ILS 機と RNP AR 機との表示色を区

別することが安全性を高めることが分かった。このことは、RNP-AR と従来方

式が混在する運用方式の実現に向けた、波及効果が高い研究である。 

 

ア-2．ICAO 会議では、洋上空域での航空機の効率的運用に資する方式の提案

について、安全性の確認等を行う貢献をしてきている。福岡 FIR 内の RNP4 縦

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

 基礎的な研究や将来の航空交

通システムの基盤技術として有

望な先進的な研究が、幅広い分

野で国際的な連携を図りながら

進められている。 

 特に、空港面の落下物監視技

術は、空港運用の安全性と効率

性向上の観点から世界的にも大

きく期待されており、「90GHz リニ

アセルを用いた高精度イメージ

ングシステムの研究開発」にお

いては、世界に先駆けてミリ波

帯リフレクトアレイアンテナを開

発し、滑走路上の落下物を高速

で検出可能となったことは、特筆
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斬新な発想に基づく萌

芽的な研究等を実施す

ることにより、研究所と

して長期的な視点から

必要となる基盤技術を

蓄積し、研究開発能力

の向上を図る。 

 

斬新な発想に基づく萌

芽的な研究等を実施す

ることにより、研究所と

して長期的な視点から

必要となる基盤技術を

蓄積し、研究開発能力

の向上を図る。 

平成 27 年度は、将

来的な発展が期待され

る技術に関する基礎的

な研究や将来の航空

交通システムの基盤技

術 と し て 有 望 な 先 進

的、革新的技術の応用

に関する研究として、   

「RNP-AR と従来方式

が混在する運用方式

の実現可能性に関する

研究」、「タワー業務の

遠隔支援に関する研

究」等の基盤的研究及

び斬新な発想に基づく

萌芽的な研究として「プ

ロセス指向型安全マネ

ジメントに関する研究」

等の人間が行う業務の

安全性向上に資する研

究を実施する。 

また、獲得した競争的

資金による「90GHz リニ

アセルを用いた高精度

イメージングシステム

の研究開発」等を実施

する。 

 

・「主な業務実績等

エ．オ．カ．」の革新

性、先導性、発展

性 

 

b) 

・「主な業務実績等

ア．イ．ウ．オ．」の

波及効果 

た、管制、RNP AR 機

最優先（BEBS）、ハザ

ード等を調べるために

航空管制リアルタイム

シミュレーション実験を

実施し、更にハザード

解析を行った。 

国際学会に混在環

境での航空管制リア

ルタイムシミュレーショ

ン実験の方法と結果

について発表し、意見

交換を行った。 

 

イ．タワー業務の遠隔業

務支援に関する研究

（指定研究 A：平成 26

年度～平成 27 年度） 

タワー業務の環境

を遠隔で行えるように

するため、カメラ、監視

センサや拡張現実の

技術を用いた次世代

プロトタイプシステム

の構築を行った。欧州

では実用化に向けた

研究がいくつも実施さ

れているが、本研究所

のプロトタイプも、本年

度までにほぼ同等の

基本性能を備えてい

ることから、今後の評

価試験に向けて貢献

した。 

 

ウ．新方式マルチラテレ

ーションの実用化評価

研究（指定研究 A：平

成 24 年度～平成 27

年度） 

新方式マルチラテレ

30NM 間隔の ADS 通報周期について、前後の航空機の誤差の出方に依存性

があるとしてリスクを計算した結果、現在の 10 分間隔を 14 分間隔に延長して

も安全レベルを満たすことが分かり、FAA も同意した。RNP2 での縦 20NM 間

隔適用について、現在の計算の前提ではリスクを過小評価している可能性が

あり、より正確にリスクを計算する手法を提案した。また解析の結果、RNP2 縦

20NM ではマックナンバ指定は必要との結論が得られた。更に、現在使用され

ている横方向重畳確率 Py(0) の推定値を見直し、SLOP（計画的横方向オフセ

ット手法）を考慮に入れた Py(0)の計算結果を報告した。 

 

イ-1．拡張現実技術を応用し、映像及び監視センサの情報を基に付加情報を表

示するシステムを構築した。これは、空港内及び周辺を移動する航空機や車

両を認識および追跡し、業務に必要な航空機の運航票の情報や現在の状態

に関する情報を、必要に合わせて映像中の物体にタグとして付加表示する。こ

れにより運航票の確認や業務支援機器をルックダウンする時間を減らせると

共に、気象条件や時間帯によって厳しい条件になることもあるオペレーターの

監視業務を支援する機能を備えており、安全性にも寄与できるシステムとし

た。以上により、今後の実用化に向けて波及効果が高い研究と言える。 

 

イ-2．監視センサには、当研究所が開発し光ファイバ接続型受動監視システム

（OCTPASS）から得られる Asterix10 フォーマットの情報を活用しており、

OCTPASS の今後の利用拡大が期待できる。 

 

イ-3．本研究所から EUROCAE の WG-100 に参加し、技術規格の議論に貢献し

た。現在は Visual Surveillance に関する技術要件を策定中で、平成 28 年中に

に技術基準の規格書が決定される見込みであり、その後は監視センサ情報の

融合などのオプション技術の議論をする予定である。日本としての技術基準に

対する要求などを盛り込んでおり、参加する意義は非常に高い。 

 

ウ-1．受信信号を RF レベルで直接光伝送する方式や、マルチパス干渉による信

号歪みの影響を受けにくい信号到達時刻の測定手法を取り入れた信号処理

方式など、従来型のマルチラテレーション装置にない特徴的な構成を取り入れ

ることにより、その耐干渉性の有効性及び性能ポテンシャルの高さを実証して

きた。 

 

ウ-2．OCTPASS は、その名が示すように光ファイバ無線技術(RoF: Radio over 

Fiber)を利用した特徴的な構成となっている。各受信局部で受信した電波を

RoF を通じて処理装置まで集約したことで、マルチパス干渉を受けて歪んだ信

号等も含めて一括処理することが可能であり、マルチパス干渉による性能低

下を防ぐことが出来る。以上により独創性が高い研究と言える。 

 

ウ-3．受信局 8 局を空港内に配置し、仙台空港全面を航空機監視覆域とした。

すべき成果である。このような技

術は、空港以外の様々な用途で

も活用が期待できるものである。 

 また「SWIM による航空交通情

報システム基本技術の研究」で

は、実用化に向けた重点研究に

結びつく優れた成果が出てい

る。 

以上の実績を踏まえ、本項目

について顕著な成果を上げてい

ると認められることから評価を A

評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

引き続き、今後の研究に結び

つく成果を目指し、研究開発を進

めていくことが望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・ＳＷＩＭによる航空交通情報シ

ステム基本技術の研究について

は、アメリカや欧州のＳＷＩＭ国

際実験に日本から積極的に参

加することで日本のプレゼンス

向上に寄与している。基礎的な

研究は、その成果が今後の重点

研究に結びつくことが極めて重

要であり、本研究はそれも踏ま

え、今後の重点研究にスムーズ

に移行することも考えられた成

果が出ており、また、90GHz 帯の

リフレクトアレイアンテナを世界

で初めて開発したことなど、特に

顕著な成果であると言える。 

・基礎となり、将来的に期待でき

る研究と考える。本研究は基礎

的であるというよりは萌芽的な研

究である。基礎的な学問という

からには、例えば若い研究者の

基盤となる学問とは何かという
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ーションとして開発し

たOCTPASS装置を評

価試験空港と位置付

けた仙台空港に設置

し、航空機の実運用デ

ータを幅広く取得し、

運用に耐えうる監視装

置としての実用化・信

頼性評価を行った。 

 

エ．SWIM による航空交

通情報システム基本

技術の研究（指定研

究 A：平成 26 年度～

平成 27 年度） 

複数のサービス提

供 者 に よ る Global 

Enterprise Messaging 

Service (GEMS)という

グローバルな接続環

境と情報交換プラット

ホームを構築するた

め、MGD-II への参加

等を実施した。 

 

オ．プロセス指向型安全

マネジメントに関する

基礎研究（基礎研究：

平成26年度～平成28

年度） 

レジリエンスエンジ

ニアリングでは、安全

を「変動条件下で成功

する能力」と定義し、そ

の能力を担保する「プ

ロセス」に着目した安

全マネジメントの必要

性を主張している。飛

行場管制業務につい

て、その安全かつ円滑

な業務遂行を支えて

設置した受信局部は、従来型のマルチラテレーションに較べて大幅に簡素化

されメンテナンスフリーとなっているため、維持コストの低廉化に寄与できるも

のと期待されている。更に、これらの消費電力は極めて低く、一部の局ではソ

ーラーパネル駆動を、又一部の局では光ファイバの空き予備心線を活用した

光給電駆動を実現し、実用性が高く、波及効果が高い研究と言える。 

 

ウ-4．航空機の位置に応じて適宜計算方法を切り替える手法を開発し、空港面

のみならず、空港周辺 30NM 程度までの飛行中の航空機も OCTPASS で検出

出来るようになった。 

 

ウ-5．岩沼分室内で計算処理・生成した位置情報データを仙台空港事務所の運

用担当官らに提供し、その挙動について運用者の視点でのチェックをお願いし

た。その後の運用者評価の一環として実施したアンケート調査の結果、装置

の実用性・信頼性の観点から 97%を越える方々から良いまたはとても良いとい

う評価を得た。 

 

エ-1．MGD-II では、複数の地域の要請を満たすそれぞれの SWIM システムを相

互に連携し全世界的なサービスが提供できることをデモンストレーションするこ

とを目指している。このため様々なニーズを満たすシステムアーキテクチャを

構築するなど当研究所と国内企業が連携して国内向けと国外向けの多層構

造（マルチレイヤー）を持つ日本側の実験システムを作り上げた。 

 

エ -2 ． 各 国 ・ 地 域 の 実 情 に 基 づ い た SWIM （ System Wide Information 

Management）システムの研究開発が進められている。しかし、欧州と米国では

それぞれの異なったニーズと導入環境があり、システムの構造、ネットワーク

インフラ、メッセージングインフラ、情報のアーキテクチャも異なっている。欧州

では、既存の航空専用インフラがないので、NM B2B Web Service（Network 

Manager Bussiness-to-Bussiness）に基づいて、システム間の情報共有基盤を

構築した。 

 

エ-3．欧米との接続実験により、SWIM 構築に関する基盤技術の検証プラットホ

ームを開発した。これに基づいて、SWIM の構成要素であるネットワークインフ

ラとメッセージングインフラの性能要件を分析し、実証実験により、いくつかの

構築技術を評価した。 

 

エ-4．航空交通情報システムは、常に状況の変化への対応が求められ、ユーザ

のアクセスに応じて、各機能をシステムと自律的に連携して、動的に対応する

ことが求められている。内部ユーザと外部ユーザのアクセスにより、適切な暗

号化技術と認証技術を適用して、一回のログインで複数の情報ドメインにアク

セスできる統一管理機能、または、情報のライフサイクル管理（更新、検証、抽

出、統合、変換、転送、監視、回収）機能と自律的に連携し、動的に対応できる

観点で考えるべきである。 

・リフレクトアレイアンテナの開発

や SWIM 国際実験への参加等、

若手研究員の育成や今後の重

点研究の発展に大きく貢献する

成果を上げた。 

・情報通信技術は先行者利益及

びデファクトスタンダード的な側

面があると考えるので、今後も

SWIM のような研究を推進し、普

及に努めて欲しい。 

・落下物検出における技術課題

を、リフレクトアレイアンテナを用

いて解決しようとしたアイディア

は素晴らしいものである。またこ

のような技術は保安対策にも適

用できると考える。 

・ミリ波帯リフレクトアレイアンテ

ナによる落下物検出に向けた研

究等、安全性への寄与が大きい

こと、また、今後の実用化が期

待される。 

・コンコルド墜落事故以降、空港

面の落下物監視技術は世界で

も大きく期待されており、本研究

でのミリ波レーダーの研究開発

によって実用化にめどをつけた

ことは顕著な成果であるといえ

る。 
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いる個人/チーム/組

織のプロセス（航空管

制官による特徴的な

業務の進め方や情報

共 有 の た め の 仕 組

み、教育・訓練等）の

整理・モデル化に着手

した。 

 

カ．90GHz リニアセルを

用いた高精度イメージ

ングシステムの研究

開発（競争的資金：平

成 24 年度～平成 27

年度）  

電子的に指向性制

御が可能なリフレクト

アレイアンテナを構築

し、複数レーダを制御

した実運用中の空港

における実証試験を

行った。 

情報管理システムを検討した。 

 

オ．本研究の分析・検証結果から飛行場管制業務を対象とした機器開発、運用

や安全研究における基盤的知見を得ることが可能となる。また、航空保安業

務における安全マネジメントのさらなる有効性向上に向けた提言も期待でき

る。 

 

カ-1．ダイオードアレイを最適化シミュレーション等により構築し、このダイオード

アレイと誘導体レンズにより、90GHz 帯において電子的に指向性制御が可能

なリフレクトアレイアンテナを構築した。 

 

カ-2．米国連邦航空局の定めるアドバイザリーサーキュラーに規定された基準

反射器（1 インチ高さ、１インチ直径の金属円柱）を用いた時、480m の最大探

知距離となることが示された。これにより、4000m 級の滑走路を 10 台未満のレ

ーダで監視可能な性能であることが示され、実用化に貢献する研究であると

言える。 

 

以上のように、本項目において年度計画を上回る優れた成果があったことか

ら、自己評価を A とした。 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ 関係機関との連携強化の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

共同研究 5 件以上 13 件 17 件 9 件 17 件 23 件 予算額（千円）      

交流会 6 件以上 8 件 6 件 6 件 6 件 6 件 決算額（千円）      

外 部 人 材 活

用 

6 名以上 11 名 12 名 6 名 7 名 11 名 経常費用（千円）      

       経常利益（千円）      

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 限りある人的資源

の中で、効率的に研

究開発を実施すると同

時に、研究開発の機

能の充実と高質化を

図りつつ、成果の社会

還元を円滑に進める

ためには、産学官の

幅広い連携を強化す

ることが不可欠であ

る。このため、国を問

わず、航空管制機関

や、研究所の業務に

関連する研究開発を

実施している独立行

政法人、大学、民間企

限りある人的資

源の中で、効果的・

効率的な研究開発

を行うとともに、そ

の質を高めて研究

所のポテンシャル及

びプレゼンス向上を

図るため、国内外

の 航 空 管 制 機 関

や、研究所の業務

に関連する研究開

発を実施している独

立行政法人、大学、

民間企業等と積極

的な連携を進め、研

究所単独ではなし

限りある人的資

源の中で、効果的・

効率的な研究開発

を行うとともに、そ

の質を高めて研究

所のポテンシャル及

びプレゼンス向上を

図るため、国内外

の 航 空 管 制 機 関

や、研究所の業務

に関連する研究開

発を実施している国

立研究開発法人、

大学、民間企業等

と積極的な連携を

進め、研究所単独

＜評価軸＞ 

a)国内外の大学、民

間事業者、研究開

発機関との連携・取

組が十分であるか。 

b)若手研究者に対す

る適切な指導体制

が構築され支援の

方策が図られている

か。 

 

各評価軸に対する

視点を以下に示す。 

 

a)  

・ 「主な業務実績等 

ア． 国内外の行政機関や航空管制機関、研究機

関等との連携強化により、競争的資金を獲得し

た。 

イ． 内閣府宇宙戦略室が行っている準天頂衛星

システム整備に関して、当所研究員が 2 名委員

として参加しており、準天頂衛星システムの総合

システム設計作業に対して貢献した。 

ウ． 国内の大学や研究機関との連携において

は、従前からの共同研究協定等に基づく研究連

携を発展させるとともに、新たな共同研究のスタ

ート等の準備が進んだ。また、連携大学院制度

の活用などにより、教育面での連携強化等に努

めた。また、各種委員会、研究会等においても着

実に連携が進んでいる。さらに、新しい試みとし

て国内メーカーからの研究員派遣を受け入れ

た。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

主な業務実績等に示すとおり年度計画は全て

達成している。平成 27 年度の特筆すべき事項は

以下のとおり。 

 

ア-1． 国内外の連携によって国際的な日欧の共

同研究資金である欧州連合(EU)の共同研究公

募「Horizon2020」（EU の 7 年にわたる総額およ

そ 800 億ユーロの資金助成制度）に、EU 側 6

機関、日本側 5 機関の連携で、「航空分野にお

ける日本と欧州との国際協力」という公募分野

に応募し採択されたことは、年度計画を上回る

優れた成果である。 

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

国内外の関係機関との連携強化により、

積極的に電子航法分野の裾野拡大に取り

組んでいると認められる。特に、平成 27 年

度は、研究所創設以来最高となる23件の新

規共同研究を開始したことは特筆すべき成

果である。 

また、研究所の得意分野を活かし、欧州

の様々な機関と連携し、積極的に競争的資

金を確保している。これらの成果は、今後の

我が国における電子航法に係る研究開発

能力の向上や、国際的な研究開発の活性

化に貢献するものと期待できる。 

以上より、本項目について顕著な成果を

上げていると認められていることから評価を
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業等の研究開発機関

との間で技術交流を

継続的に行い、その活

動を共同研究、包括

的な研究協力等のよ

り強固な協力関係に

進展させて連携強化

を図ることにより、研

究所単独ではなし得な

かった優れた研究開

発成果の創出とその

活用拡大に努めるこ

と。具体的には、中期

目標期間中に、共同

研究を 40 件以上、関

係機関の研究者・技

術者との交流会等を

30 件以上、それぞれ

実施すること。 

また、特に研究所が

専門とする分野以外

の基盤的技術を活用

する研究開発にあたっ

ては、客員研究員の

招聘、任期付研究員

の採用、人事交流等

により、当該専門知識

を有する外部人材を

積極的に活用するこ

と。具体的には、中期

目標期間中に、客員

研究員及び任期付研

究員により、外部人材

を 30 名以上活用する

こと。 

得ない優れた研究

開発成果の創出と

その活用拡大に努

める。そのため、共

同研究を中期目標

期間中に４０件以上

実施する。また、関

係機関との密接な

連携と交流を円滑

に推進するため、研

究者・技術者との交

流会等を中期目標

期間中に３０件以上

実施する。さらに、

研究所が専門とし

ない分野の知見や

技術を活用する研

究開発にあたって

は、客員研究員の

招聘、任期付研究

員の採用、人事交

流等により、当該専

門知識を有する外

部人材を積極的に

活用する。 

具体的には、任

期付研究員、客員

研究員を中期目標

期間中に３０名以上

活用する。また、研

修生や留学生の受

入等を通じて若手

研究者の育成など

の分野での貢献に

も努める。 

ではなし得ない優れ

た研究開発成果の

創出とその活用拡

大に努める。 

平成 27 年度は以

下を実施する。 

・継続して実施する

共同研究に加えて

新たに 5 件以上の

共同研究を開始す

る。 

・関係機関との密接

な連携と交流を円

滑 に 推 進 す る た

め、研究者・技術

者との交流会等を

6 件 以 上 実施す

る。 

・研究所が専門とし

ない分野の知見や

技術を有する任期

付研究員、客員研

究員を 6 名以上活

用する。 

・若手研究者の育

成などの分野で貢

献するため、研修

生や留学生の受

入等を積極的に行

う。 

ア～ケ」の連携・取

組 

 

b) 

・ 「主な業務実績等 

コ．」の取組 

エ． 公募型研究による連携強化について、多岐に

渡る課題をより効率的に進め、大学等との連携

と裾野拡大を目指すことを目的とし、長崎県立大

学と契約を結んだ。 

オ． MGD-II において、国内メーカーと連携して日

本側の GEMS を開発し、他国との情報交換環境

を構築した。また、シンガポール航空局と FAA と

協力して、シナリオテストを実施し、標準飛行情

報交換モデルによる多国間調整の実験テストも

行った。 

カ． アジア・太平洋地域の研究機関との連携につ

いては、韓国、ベトナム、タイ、インドネシア及び

シンガポールなどの研究機関・大学との間で活

動を行った。EIWAC2015「アジア地域における研

究開発の交流」にて講演を依頼した韓国航空大

学とは研究協力の覚書（MOU）を締結し、具体的

な協力方法について調整を進めている 

キ． 地上型衛星航法補強システム(GBAS)に関す

る研究協力として、ドイツ・ブラウンシュバイク工

科大学と MOU を締結し、各国で開発された

GBAS 地上・機上装置の相互運用性の実験評価

を行い、世界規模での連携を実現した。 

ク． 共同研究については、平成 27 年度は継続中

の 24 件に加え、年度計画の目標設定である 5

件を大幅に上回る 23 件の新規共同研究を立ち

上げることにより計 47 件の共同研究を推進し

た。 

ケ． 技術交流会について、日欧共同研究を実施し

ている者等、国内外の研究機関及び航空関連

企業との間で、幅広い分野と質の高い研究交流

会を 6 件開催し、年度目標を達成した。 

コ． 若手研究員に対する適切な指導体制の構築

及び支援の方策について、任期付研究員 5 名及

び客員研究員 6 名の任用により合計 11 名の人

材を活用し、年度目標の 6 名を達成した。 

ア-2．次世代の航空管制システムを模擬して評

価するための実験に向け、米 NASA エイムズ

研究所等と連携の上、当研究所が研究代表と

して競争的資金を獲得した。NASA エイムズ研

究所のみならず、NASA ラングレー研究所、ド

イツ航空宇宙研究所（DLR）ほかとの連携を深

め合計 5 回の国際セミナーを開催するととも

に、国際会議において研究発表を行い、当該

研究課題の国際的な認知度を高めた。DLR か

らは国際共同研究の新たな提案があった。 

以上のように、の当初の予想を上回る連携

が図られたことは、年度計画を上回る優れた

成果である。 

ク． 当研究所の研究成果の普及と研究の裾野

拡大を目指した ADS-B（放送型自動位置情報

伝送・監視機能）に関する共同研究では、当研

究所が整備する実験システムを供用する連継

テーマを提案することで大学等と新たに 10 件

の共同研究を開始し、全国規模の監視網を作

り上げた。 

特に鹿児島大学との共同研究では火山活

動時におけるADS-Bの監視性能を明らかにす

ることを目的とし、今までになかった成果が生

まれる可能性がある。 

以上のように、当初の想定を上回る全国規

模の連携となったことは、年度計画を上回る優

れた成果である。 

コ． 若手人材の育成に関し、研究企画統括を中

心に学位論文や査読付論文を積極的に書か

せる取組を行い、外国籍若手任期付研究員が

学位を取得したという優れた成果が出ている。 

 

以上のように、本項目において特筆すべき成

果があったことから、自己評価を A とした。 

A 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

平成 28 年度目標及び次期中長期目標に

おいても、目標の達成に向けて着実に実施

していく必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・世界の関係機関との連携強化という観点

及び国内の関係機関との連携関係を促進

するという観点から多くの成果を創出し、電

子航法研究所のプレゼンスが向上してい

る。 

・国際的競争的資金 Horizon2020 の獲得や

監視技術に関する全国規模の連携は優れ

た成果である。 

・Horizon2020 について ENRI が主体となって

企業・大学等と連携して獲得したこと等を評

価。 

・貴所の得意分野について共同研究を行う

ことが大きな成果に結びつくものと考える。 

・ADS-B の全国規模の共同研究等の取り組

みにより大学等との連携を強化し、これまで

にはなかった成果をもたらす等、大きな成果

を上げている。 

・国際連携のために競争的資金である

Horizon2020 の獲得、海外研修生の育成へ

の取り組み、共同研究による電子航法分野

の裾野拡大に努めるなど、関係機関と連携

を強化していると認められる。 

・国内の連携強化や共同研究実施数の大

幅な増加などの成果は評価に値するが、こ

のレベルの取り組みを標準として今後も実

施してもらいたい。 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―７ 国際活動への参画の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

基準策定機関での発表 24 件以上 33 件 36 件 30 件 39 件 38 件 予算額（千円）      
       決算額（千円）      

       経常費用（千円）      

       経常利益（千円）      

       行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国際民間航空機関（Ｉ

ＣＡＯ）や欧米の標準化

機関においては、航空

交通システムに関する

将来構想の策定や新技

術の国際標準化作業が

進められているところで

あるが、我が国も当該活

動に積極的に参画して、

世界的な航空の発展に

資するとともに、我が国

の国益を確保することが

必要である。このため、Ｉ

ＣＡＯ等の専門家会合に

我が国のメンバーとして

参加している国土交通  

省航空局に対して必要

航空に係わる多くの

技術や運航方式等は、

世界での共用性を考慮

する必要があることか

ら、各国の航空関係当

局や研究機関及び企業

等と積極的に技術交流

及び連携を進め、国際

的な研究開発への貢献

に努める。特に、本中期

目 標 期 間 に お い て は

ICAO（国際民間航空機

関）、RTCA（米国航空無

線 技 術 協 会 ） 、

EUROCAE（欧州民間航

空 用 装 置 製 造 業 者機

構）等の基準策定機関

航空に係わる多くの

技術や運航方式等は、

世界での共用性を考慮

する必要があることか

ら、各国の航空関係当

局や研究機関及び企業

等と積極的に技術交流

及び連携を進め、国際

的な研究開発への貢献

に努める。特に、ICAO、

RTCA（米国航空無線技

術協会）、EUROCAE 等

の基準策定機関におけ

る活動での国際貢献に

努める。 

また、アジア太平洋地

域の関係機関との技術

＜評価軸＞ 

a)国内外の大学、民

間事業者、研究開

発機関との連携・取

組が十分であるか。 

 

b)国際・国内標準に

対する貢献がなされ

ているか。 

 

c)アジア太平洋地域

における航空交通

システムの高度化

に対する貢献がなさ

れているか。 

 

 

ア． ATM と CNS に関する国際ワ

ークショップ（EIWAC2015）を「将

来の空のための全世界的な調

和」をテーマとして、平成 27 年

11 月に両国で開催した。 

 

イ． 国際的な共同研究に加え、国

際情報共有基盤（SWIM）の国際

共同実験 MGD-Ⅱへの参加、国

際 GBAS ワーキンググループ

（IGWG）、SBAS 相互運用性作

業部会（IWG）等への会議への

積極的な参加により、海外の研

究機関等との連携強化を図っ

た。アジアで開催された学会運

営にも積極的に関与し連携強化

に努めている。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

ア～オのとおり年度計画は全て達成している。平成 27 年度の

特筆すべき事項は以下のとおり。 

 

ア． 世界の研究開発機関と連携を深めることを目的として、講

演数、参加者共に過去最多となる EIWAC2015 を主催した。

海外の専門家も参加したテクニカルプログラム委員会を組

織し、世界の著名な専門家による基調講演が行われるな

ど、世界の航空動向に接する貴重な機会となった 

また、EIWAC2015 ではアジアに関する特別セッションを企

画し、アジア諸国の研究者が連携協調する機会となると共

に、展示及びポスターセッションを行い、当研究所の研究成

果を世界にアピールし、国内メーカー、学生等が世界とつな

がる機会を作った。 

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

国際活動として、航空交通分野

に係るアジア地域最大規模のワー

クショップ EIWAC を主催し成功を収

めたこと、アジア地域における国際

交流・貢献を図るために技術セミナ

ーを開催し、活発な討議等を通じて

技術の啓蒙を図ったことは特筆す

べき成果である。このような活動

は、研究所がアジア地域における

中核的研究機関としての役割を果

たしていることの証左であり、非常

に高く評価できるものである。 

加えて、ICAO 等における国際標

準化活動として、衛星を利用した高

精度な着陸システムである GAST-
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な技術支援を行うととも

に、欧米の標準化機関

における活動にも参画

し、研究成果が国際標

準へ採用されることを目

指して積極的に技術提

案を行うこと。他国の提

案については、我が国

への影響と適合性につ

いて技術的な検討を行

い、国際標準化によって

我が国が不利益を被る

ことがないよう、研究所

としての必要な対応を行

うこと。具体的には、中

期目標期間中に、ＩＣＡＯ

及び欧米の標準化機関

による会議等での発表

を 120 件以上行うこと。 

また、我が国の管轄

空域に隣接する空域と

の間で航空管制サービ

スの連続性及び均質性

を確保し、航空交通容量

の拡大と安全性の向上

を図ることは非常に重要

な課題であり、航空交通

システムの高度化を効

果的かつ円滑に進めら

れるよう、我が国がアジ

ア諸国に対する技術支

援を行うことが必要であ

る 。 この ため 、研 究所

は、特にアジア太平洋地

域における航空管制機

関や、研究開発機関等

との技術交流や共同研

究等による連携を強化

し、双方にとって有益な

成果の創出を目指すこ

と。 

における活動での国際

貢献に努める。 

具 体 的 に は 、 ICAO 

等が主催する会議への

積極的な参画により、国

に対して必要な技術支

援を行うとともに、基準

策定機関による会議等

での発表を中期目標期

間中に１２０件以上行

い、基準策定作業に貢

献する。また、国際標準

化によって我が国が不

利益を被ることがないよ

う、我が国への影響及

び適合性について技術

的な検討を行うなど、他

国の提案についても必

要な対応を行う。 

アジア太平洋地域の

関係機関との技術交流

や共同研究等による連

携を強化し、双方にとっ

て有益な成果の創出を

目指す。また、アジア地

域における中核機関を

目指して国際交流・貢献

を図るため、国際ワーク

ショップを中期目標期間

中に２回程度主催する。

さらに、アジア地域への

技術セミナー等を中期

目標期間中に３回程度

実施する。 

交流や共同研究等によ

る連携を強化し、双方に

とって有益な成果の創

出を目指す。 

平成 27 年度は以下を

実施する。 

・「ATM と CNS に関する

国 際 ワ ー ク シ ョ ッ プ

（EIWAC2015）」を開催

する。 

・共同研究、委員会活動

などを通し海外の研究

機関等との連携強化を

図る。 

・ ICAO 、 RTCA 、

EUROCAE 等の基準策

定機関が主催する会

議等に積極的に参画

し、24 件以上発表す

る。 

・他国の提案について

は、我が国への影響及

び適合性について技術

的な検討を行うなど、

必要な対応を行う。 

・アジア地域における中

核機関を目指して国際

交流・貢献を図るため、

アジア地域への技術セ

ミナー等を開催する。 

各評価軸に対する視

点を以下に示す。 

a)  

・ 「主な業務実績等 

ア．イ．」の連携・取

組 

 

b) 

・ 「主な業務実績等

ウ．エ．」の貢献 

 

c)  
・「主な業務実績等

オ．」の貢献 

 

ウ． ICAO、RTCA、EUROCAE 等

の基準策定機関が主催する会

議等に積極的に参画し、活動へ

の寄与の定量的指標である技

術資料の提案については、当研

究所は目標の 24 件を大幅に上

回る 38 件の発表を行った。 

 

エ． 他国の提案については、我が

国への影響及び適合性につい

て必要な対応を行った。 

 

オ． アジア地域における中核機関

を目指して国際交流・貢献を図

るため、シンガポール ATMRI で

合同セミナーを実施した。また、

インド航空当局からの要請によ

りセミナーへ参加し連携を深め

た。 

 

さらに EIWAC2015 に併せ、韓国航空大学との研究交流会

を開催し、その後の調整の結果 MOU を締結した。また、世

界の著名な専門家が当研究所を訪問し、今後の共同研究

や研究情報交流のあり方と具体的課題について連携拡大

のため話し合いを行った。 

世界の研究者に執筆、査読に協力いただき、EIWAC 講演

論文集が出版される。連携強化につながった証左である。 

以上のように小規模な研究所ながら ATM/CNS 分野にお

けるアジア最大級のワークショップを主催することにより、当

研究所のアジア地域における中核的研究機関としての存在

感が向上するとともに、ATM などの研究分野の裾野の拡大

への貢献、当研究所を中心とした国際連携体制の大幅な発

展が見られ、当研究所が発展しつつ社会に貢献するために

大きな成果を得ることができたことは、年度計画を上回る優

れた成果である。 

 

ウ-1． ICAO 監視パネルで審議中の SSR モード S の初期捕

捉信号の信号抑圧方式のシミュレーションについて、実証実

験を行った結果が技術マニュアルに反映されることとなっ

た。また、航空機監視システムの安定した性能を確保するた

め、信号環境の解析結果を報告する等国際標準の策定作

業に大きく貢献した。 

 

ウ-2． ICAO 航法システムパネルでは GAST-D の標準化に向

けた活動に深く関与し、電話会議計 40 回、WP4 件、IP1 件と

国際標準化に大きく貢献し、当研究所の検証成果が欧米を

含む ICAO の検証結果と統合されるという優れた成果が出

た。 

 

エ． 他国の提案については、例えば滑走路異物検出システム

による作業部会にて空港面の異物検出システムの最低航

空システム性能要件について我が国の状況等も勘案の上、

寄せられた意見に対する回答書を作成し、修正された文書

案がEUROCAEの規格として発行されている。監視パネルで

は、以下 4 件の国際標準の策定作業に大きく貢献した。 

 

オ-1． 電子研およびシンガポール ATMRI で合同セミナーにお

いて相互理解を深めたことにより、ENRI とシンガポール

ATMRI との研究連携進展（研究員の交流活発化など）の可

能性が出たことから JCAB、CAAS 間で MOC が締結された

ことは当初の想定を上回る優れた成果である。 

D の標準化に関する会議において

は、電子航法研究所が研究成果を

活用して国際標準案の検証作業に

参画し、取りまとめ作業を行ったこと

は大きな成果である。 

以上により、本項目について顕著

な成果を上げていると認められてい

ることから評価を A 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

平成 28 年度目標及び次期中長

期目標においても、目標の達成に

向けて着実に実施していく必要があ

る。 

 

 

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・ICAO 等の国際機関の国際標準化

に様々な研究成果が大きく貢献して

いる。国際標準化については世界

への貢献だけではなく、日本の国情

に則した提案等ができることから日

本に対してのメリットも非常に大き

く、多大に評価できるものである。日

本の意見を取り入れてもらうために

は、日本のプレゼンス向上が必要

であり、アジア第三極の中心として

EIWAC （ ENRI International 

Workshop on ATM/CNS）を主催して

いることなど多大な評価に値する。

これからも引き続き国際会議を日本

で行うなどによりプレゼンス向上に

努めてもらいたい。 

・EIWAC というアジア地域最大級の

航空管制に関する会議の主催等に

より、アジア地域において中心的な

役割を果たしているという点で評価

できる。また ICAO において日本の

技術を国際標準に反映させる等の

様々な国際的な取り組みによる成
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オ-2． インド航空当局関連団体の主催による CNS セミナーへ

の参加が、インド航空当局より要請されたことを受け、当研

究所職員 2 名を先方の経費により派遣して、インド航空当局

との連携を深めた。インドでは、次世代の CNS 技術として、

WAM と GBAS の導入を計画しているため、当研究所の開

発・評価状況について講演を行った。本講演を踏まえて、新

CNS 技術の導入促進と、当研究所とインド航空当局との連

携強化が期待される。 

 

以上のように、本項目において特筆すべき成果があった

ことから、自己評価を A とした。 

果も評価できる。 

・EIWAC の開催等の様々な国際活

動への取り組みによって、日本の航

空業界でのプレゼンスが向上してい

ると考える。 

・今後もアジアの中で主導していくこ

とを期待している。 

・少ない人数でこのような成果を収

めていることは素晴らしいものであ

る。 

・アジア地域において、電子航法分

野を主導し、1 日 200 人を超える規

模のワークショップ EIWAC を主催し

たことを評価する。アジアの中核的

研究機関となるべく今後もこのよう

な取り組みを進めて欲しい。 

・ICAO における国際標準化に寄与

していることも評価できる。 

・国際ワークショップ（EIWAC）の実

施や Springer 社からの論文出版な

どの活発な国内外への研究成果の

発表を評価。 

・国際的にプレゼンスをあげるため

には何をすれば良いのかといった

点からも，引き続き検討いただきた

い． 

・インド航空局からの依頼を受けて

技術セミナーを行うなどこれまでに

なかった成果を上げたことを評価。 

 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―８ 研究開発成果の普及及び活動促進の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

 

当該項目の重要度、難易

度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

各研究の発表 1 回以上 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 予算額（千円）      

一般公開の開催 1 回開催 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 決算額（千円）      

研究発表会の開催 1 回開催 1 回 1 回 1 回 1 回    1 回 経常費用（千円）      

講演会の開催 今中期 3 回 1 回 － 1 回 1 回  － 経常利益（千円）      

査読付論文採択 16 件程度 44 件 50 件 60 件 59 件 61 件 行政サービス実施コ

スト（千円） 

     

        従事人員数      

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所は、投入した

経費に見合う研究成果

を挙げているかについ

て、国民に対する十分

な説明責任を果たすこ

とが必要である。このた

め、研究所の業務を広

く国民に知らせる機会

を増やして開発した技

術に関する知識を深め

られるようにするととも

に、研究開発成果の活

用を円滑に進めるため

の活動を積極的に行う

こと。具体的には、各研

究開発課題について、

年１回以上、学会、専門

研究所の活動・成果

について、研究所一般

公開、研究発表会、研

究所報告や広報誌等の

印刷物等様々な手段を

活用し、効率的かつ効

果 的に 広報 を 展開す

る。また、国際会議、学

会、シンポジウム等に

積極的に参加し、講演、

発表等を通じて研究開

発成果の普及、活用に

努めるとともに、研究業

務を通じて得られた技

術情報や研究開発の実

施過程に関する様々な

情報などを積極的に発

研究所の活動・成果

について、研究所一般

公開、研究発表会、研

究所報告や広報誌等の

印刷物等様々な手段を

活用し、効率的かつ効

果 的に 広報 を 展開す

る。また、国際会議、学

会、シンポジウム等に

積極的に参加し、講演、

発表等を通じて研究開

発成果の普及、活用に

努めるとともに、研究業

務を通じて得られた技

術情報や研究開発の実

施過程に関する様々な

情報などを積極的に発

＜評価軸＞ 

a)社会(事業者、行

政等)に向けて、研

究･開発の成果や

取組の科学技術的

意義や社会経済的

価値を分かりやす

く説明し、社会から

理解を得ていく取

組を積極的に推進

しているか 

 

b)社会ニーズに対

応した知の活用を

促し、革新的技術

シーズを事業化へ

つなぐ成果の橋渡

ア． 各研究開発課題において年 1 回以

上、学会及び専門誌等において発表し

た。また、電子航法研究所報告、要覧、

年報の発行、並びに国際会議、学会シ

ンポジウム等での講演、発表を通して研

究成果の紹介・普及を目的とした所外発

表を 329 件実施した。 

 

イ． 研究所一般公開及び研究発表会をそ

れぞれ 1 回開催した。一般公開が過去

最高の来場者数であり、研究発表会で

は評価のコメントを多くいただくなど、好

評であった。また、仙台空港祭、理科大

好きフェスティバルにも参加し、分かりや

すく説明する機会を積極的に増やしてい

る。さらに、国内のみならず海外の展示

会へ参加するなど広報活動に努めてい

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 

根拠： 

主な業務実績等に示すとおり年度計画は全て達成してお

り、平成 27 年度の特筆すべき事項は以下のとおり。 

 

ア-1． 研究員が招待講演として発表したものが 30 件あっ

た。招待講演については過去最大の件数であり、一般公

開や研究発表会などで広報や普及活動を行ってきた成果

の顕れである。 

 

ア-2． 学術的な国際会議の場では、研究員が多数の研究

発表や、運営委員、査読委員等の役割を担い学術界の発

展に寄与しており、国際会議等で重責を担う役職を定期的

に担うようになってきている。これらは、国際的な活動を活

発に進めてきた成果の顕れである。 

評定 A 

＜評定に至った経緯＞ 

学会、シンポジウムへの参加

等を通じて研究開発成果の普及

に努めているものと認められる。 

特に、平成 27 年度は、スペイ

ン で 開 催 さ れ た World ATM 

Congress において、研究所を中

心に航空局及び国内企業ととも

にセミナーを行ったことは高く評

価できるものである。 

また羽田空港において、平成

32 年度の運用開始を予定してい

る GBAS の整備に関して、研究

所が技術設置、運用技術などの

ノウハウを航空局へ技術移転

し、円滑な導入に貢献しているこ
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誌等において発表する

こと。また、研究所の活

動及び研究開発成果に

ついて、研究発表会、

講演会等の開催、学会

や各種メディアを通じた

発表や広報等を効果的

に行うこと。 

研究開発成果の発表

方法としては、特に査

読付論文への投稿を積

極的に行い、中期目標

期間中に 80 件程度の

採択を目指すこと。 

知的財産に関する取

組については、保有す

る特許の活用を推進す

るための活動を実施す

るとともに、特許出願に

あたっては、有用性、保

有の必要性等について

検討すること。 

 

信する。さらに、研究所

がこれまで技術開発し

てきた成果を社会に還

元するため、講習の開

催や技術マニュアルの

作成等を通じて、行政

当局や企業等への技術

移転に積極的に取り組

む。 

具体的には、各研究

開発課題について年１

回以上、学会や専門誌

等において発表する。

ま た 、 研 究 所 一 般 公

開、研究発表会を年１

回開催するとともに、講

演会を中期目標期間中

に３回程度開催する。

研究所の理解と研究成

果の広範な普及及びそ

れによる将来の技術交

流等につなげるため、

企業等で出前講座を開

催する。また、中期目標

期間中に８０件程度の

査読付論文の採択を目

指す。 

知的財産権による保

護が必要な研究開発成

果 に つ い て は 、 有 用

性、保有の必要性等に

つ い て 十 分 検 討 し つ

つ、必要な権利化を図

る。また、登録された権

利の活用を図るため、

研究成果に関心を寄せ

る企業等へ積極的に技

術紹介を行うとともに、

広報誌、パンフレット、

パテント展示等を活用し

て積極的に広報・普及

信する。さらに、研究所

がこれまで技術開発し

てきた成果を社会に還

元するため、講習の開

催や技術マニュアルの

作成等を通じて、行政

当局や企業等への技術

移転に積極的に取り組

む。  知的財産権によ

る保護が必要な研究開

発成果については、有

用性、保有の必要性等

について十分検討しつ

つ、必要な権利化を図

る。また、登録された権

利の活用を図るため、

研究成果に関心を寄せ

る企業等へ積極的に技

術紹介を行うとともに、

広報誌、パンフレット、

パテント展示等を活用し

て積極的に広報・普及

を行う。 

平成 27 年度は以下

を実施する。 

・各研究開発課題につ

いて年 1 回以上、学会

や専門誌等において

発表する。 

・研究所一般公開及び

研究発表会をそれぞ

れ 1 回開催する。 

・企業及び航空関係者

への公開講座として、

出前講座を継続企画

し開催する。 

・16 件程度の査読付論

文の採択を目指す。 

・ホームページで提供す

る情報の内容を工夫、

充実させる。 

しや成果の実用化

など、成果の社会

実装に至る取組が

十分であるか。 

 

c)知的財産権の取

得・管理・活用は適

切になされている

か。 

 

各評価軸に対す

る視点を以下に示

す。 

a)  

・ 「主な業務実績等 

ア．イ．エ．オ．」の

取組 

 

b) 

・「主な業務実績等 

ウ．カ．」の取組 

 

c)  
・「主な業務実績等 

キ．」の取組 

る。 

 

ウ． 出前講座を継続的に開催し、航空会

社での出前講座では現役パイロットや

地上職の方が多数参加し、技術的質問

や意見交換等を行い非常に好評であっ

た。 

 

エ． 査読付論文（査読プロセスを経たも

の）は年度目標である 16 件を大きく超え

る 61 件であった。61 件のうち、16 件が

学術誌論文であり、質と量は確実に向

上している。 

 

オ． ホームページの新たな試みとして、当

研究所における日々の活動を一般に分

かりやすく知って頂くために、ホームペー

ジのトップページにおいて、研究所にお

ける日々の活動紹介として写真 1 枚と 1

行程度の説明文によるスライド形式の

紹介枠を設け、視覚的に研究所の活動

をイメージできるようになるという工夫を

行った。 

 

カ． これまでに開発してきた研究成果を社

会に還元するため、また、小規模な研究

組織において新たな研究課題に取り組

むためのリソースを確保する観点から、

技術提供や技術移転を行っている。平

成 27 年度は、「福岡空港誘導路二重

化」、「次期 SBAS 仕様検討」、「GBAS 仕

様検討」に研究成果が活用され、「航空

用 VHF データ通信シミュレーションツー

ル作成」の技術移転を行った。 

 

キ． 新規発明及び審査請求に伴う発明審

査会はなかったが、維持費用負担が生

じる節目や事案発生時には、グループ

ウェアによる発明審査会を設け、迅速に

検討を進めた。当研究所の研究開発分

野に関連する専門的な企業等へ積極的

 

イ． ATM 関連の世界最大の展示会である World ATM 

Congress 2016 に出展した。日本から参加する航空局や企

業等と連携し、日本からの出展を近くに集め「日本村」を形

成し一体となって出展し「ENRI セミナー」を開催した。当研

究所からは WAM、GBAS、SBAS、RAIM、空港面における

交通管理手法の研究成果を紹介し、航空局や企業等から

は研究成果に関連する国内での課題から施策、それを実

現する商品を一貫して紹介することにより、出展に相乗効

果がもたらされた。セミナーの際には盛んに質疑応答やデ

ィスカッションが行われ新たな関係の構築につながった。こ

のように、World ATM Congress は、当研究所の技術を世

界に紹介する良い機会であり、非常に有効であるといえ

る。 

以上のように、「日本村」形成による相乗効果が生まれ、

それにより新たな関係構築につながったことは、年度計画

を上回る優れた成果である。 

 

エ． 平成 27 年度においては 9 件の表彰を受けた。3 年連続

で国際学会 ICNS（Integrated Communications, Navigation 

and Surveillance）から論文賞を獲得するなど、研究員の能

力及び指導力の向上が認められる。また学会活動功労賞

受賞、フェロー認定など関連学会への貢献も顕著である。 

以上のように、多数の表彰や関連学会への顕著な貢献

は、年度計画を上回る優れた成果である。 

 

カ-1． 福岡空港誘導路二重化について、当研究所で開発し

た空港面交通シミュレータにより、二重化された誘導路を

繋ぐ取付誘導路のレイアウト等変更による空港面の運用

効率化を目指した空港面のシミュレーション評価が行われ

た。また、工事期間中に工事の進展に伴う航空機の地上

走行経路が変更されることから、常に航空機の安全で効

率的な地上運航を確保するため航空機の動線管理等を現

地において引き続き行う必要がある。このため、空港面の

レイアウト、航空機の動線管理を検討できるように、本シミ

ュレータを福岡空港に貸与するとともに、当研究所の研究

員がシミュレーションに関する技術支援をしていくこととし

た。今後、福岡空港第 2 滑走路建設計画を進めていく上

で、航空の安全を確保した効率的な空港面の運用を可能

にすることに貢献している。また、本シミュレータは、汎用

性があることが確認できたので、他の空港についても活用

とは、成果普及及び活用促進と

いう観点から特筆すべき成果で

あると考える。 

以上の実績を踏まえ、本項目に

ついて顕著な成果を上げている

と認められていることから評価を

A 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

平成 28 年度目標及び次期中

長期目標においても、目標の達

成に向けて着実に実施していく

必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

（審議会の意見） 

・知的財産の活用として、民間移

転により海外販売を目指すとい

った取り組みにより、社会的な貢

献ができていると考える。また

GBAS に関して、技術移転及び

フォローアップを行い、実際に羽

田空港に導入されるということを

評価したい。 

・技術移転について、GPS を用

いた着陸システムについて実用

化に向けて大きく貢献しているこ

とから平成 27 年度の事前評定

を A とした。日本の管制技術、管

制運用技術を是非海外に技術

移転してほしい。海外の技術者

への教育も積極的に行ってほし

い。また、学会からの表彰を受

けるなど研究成果に対して高い

評価を得ているとも感じる。 

・ 新 千 歳 空 港 で の 航 空 局 の

GBAS 実整備前評価に貢献し、

また羽田空港へ GBAS導入が決

定されているなど、実用化に向

けて特筆すべき成果を上げてい

る。 
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を行う。 

 

・これまで研究開発して

きた成果の技術移転

が円滑に進むよう、行

政等に対してフォロー

アップを行う。 

その他、研究所の活

動及び成果の普及・活

用促進に必要な広報活

動を行う。 

にアピールすべく、ミリ波関連の研究成

果をマイクロウェーブ展へ出展するな

ど、当研究所の知財の普及に努めた。 

が期待される。 

以上のように福岡空港第 2 滑走路建設計画に寄与する

と共に汎用性が確認されたことは、年度計画を上回る優れ

た成果である。 

 

カ-2． 国土交通省航空局は、衛星航法による精密進入であ

る GBAS を整備することとし、平成 32 年度に運用に供する

計画である。当研究所は、関西国際空港においてプロトタ

イプ装置によるフィールド評価やB787による飛行実証を実

施し、国際標準のカテゴリーI の安全要求を満たす設計技

術を確立した。国土交通省航空局は GBAS を空港内に整

備するにあたり、積雪など環境条件を調査し、設置基準や

運用手順を策定するため、平成 27 年度に撤去予定であっ

たプロトタイプ装置を新千歳空港内での航空局の調査に

活用することとした。装置の移設に伴い当研究所は、これ

までに得た基準受信機器のサイト位置の選定手法、運用

技術、データ解析手法などの知見を航空局に技術移転し

た。さらに、航空局が整備する GBAS 装置の仕様策定を技

術支援し、安全要求に必要な衛星や伝搬路で生じる異常

の脅威モデルや、研究成果である電離圏異常検知モニタ

を脅威低減手法として提案した。 

以上のように、当研究所のプロトタイプ装置を国土交通

省航空局の調査に活用し当研究所の知見を技術移転した

こと、それに伴う支援及び種々の提案を行ってきたことは

年度計画を上回る優れた成果である。 

なお、プロトタイプ装置の空港移設に伴う技術移転に続

く活動として、今後も装置の設計認証で必要となる安全検

証技術の支援を予定しており、研究成果や研究開発過程

で得た知見の実用装置への活用が期待される。 

 

以上のように、本項目において年度計画を上回る優れた

成果があったことから、自己評価を A とした。 

・論文についても、ハイレベルな

論文誌に掲載されており、質の

高い研究を行っていると考える。 

・新千歳空港での GBAS 実整備

前評価に係る航空局への技術

提供は、羽田空港への GBAS 整

備に大きく貢献した。 

・GBAS 仕様検討について、技術

移転等、実用化にむけて大きく

貢献している。 

・査読付論文の質が向上してお

り、GBAS の技術移転に貢献し

ている。 

 

 

  

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 組織運営の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績等 自己評価 

 ①機動性、柔軟性の確

保 

社会・行政ニーズに

迅速かつ的確に対応

し、時機を逸することな

く有益な研究成果を得

られるよう、組織運営

の機動性、柔軟性を確

保し、必要に応じて随

時組織体制を見直すこ

と。また、研究員が研

究開発の中核業務に

専念することにより研

究成果の水準を高めら

れるよう、研究業務を

支援する職員を適時的

確に配置するなど、研

究資源を最大限有効

活用するよう努めるこ

と。 

 

②内部統制の充実・強

化等 

①機動性、柔軟性の確

保 

「社会・行政ニーズ」

に迅速かつ的確に対

応し、時機を逸すること

なく有益な研究成果を

得られるよう、組織運

営の機動性、柔軟性を

確保し、必要に応じて

随時組織体制を見直

す。また、研究員が研

究開発の中核業務に

専念することで研究成

果の水準を高められる

よう、研究業務を支援

する職員を適時的確に

配置するなど、研究資

源を最大限有効活用

するよう努める。 

 

②内部統制の充実・強

化等 

理事長が戦略的にマ

業務の一層の効率化

及び研究の連携強化を

図るため、航空交通管

理領域、航法システム

領域及び監視通信領域

の 3 領域の組織構成に

より、有益な研究成果を

得られるよう、必要に応

じて機動性、柔軟性の

ある組織運営を行う。 

独立行政法人通則法改

正の趣旨に則り、研究

所が最大限の研究開発

の 成 果 を 確 保 す る た

め、理事長が戦略的に

マネジメントを実施しリ

ーダーシップを発揮でき

るよう、内部統制の充

実・強化を図る。また、リ

スクマネジメントについ

ては、リスクの洗い出

し、評価、優先順位付

け、対策実施といった対

＜評価の視点＞  

a)研究開発の体制・実施

方策が妥当であるか。 

b)リーダーシップが発揮さ

れているか。 

c)コンプライアンス体制は

整備されているか。 

d)プロジェクトの実施状

況、新たな技術動向等に

も機動的に対応し、実施

体制等の柔軟な見直し

が図られているか。 

 

各評価軸に対する視点

を以下に示す。 

a)  

・「主な業務実績等 ウ．」

の研究開発の体制・実施

方策 

 

b) 

・「主な業務実績等 ウ．」

のリーダーシップ 

＜主要な業務実績＞ 

ア．組織運営については、社会・行政ニーズに迅速かつ的

確に対応し、有益な研究成果を得られるよう、機動性、

柔軟性を確保すること、研究資源を最大限有効活用す

ることを中期目標として設定している。平成 27 年度の目

標としては、年度計画を確実に実施するとともに計画の

進捗状況を逐次確認し、年度途中においても研究の進

展及び社会情勢の変化に柔軟に対応する。また、必要

に応じて組織体制の随時見直しも含む機動性、柔軟性

を確保し研究成果の水準を高められる環境整備等の充

実を図ることとした。 

 

イ．組織運営機能の強化では、本中期目標期間において

は時機を逸することなく有益な研究成果を得られるよ

う、理事長が内部統制を行うとともに戦略的にマネジメ

ントしつつリーダーシップを発揮し、必要に応じて組織体

制の随時見直しも含む機動性、柔軟性の確保、研究業

務を支援する職員の適時的確な配置などを行い、研究

員が研究開発の中核業務に専念することで研究成果の

水準を高められる環境整備等の充実を図っている。 

 

ウ．当研究所の重要事項を審議する「幹部会」では、予算

の使用計画や研究員の採用、業務方法書の策定など

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に

達成 

評定 B 

＜評定に至った経緯＞ 

 組織運営、内部統制及び情報セキュリ

ティ対策に関する取組について、中長期

計画を着実に実施していると認められる

ため、評価を B 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

平成 28 年度目標及び次期中長期目

標においても、目標の達成に向けて着実

に実施していく必要がある。 
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理事長が戦略的にマ

ネジメントを実施し、リ

ーダーシップを発揮す

ることにより、研究所が

その任務を有効かつ

効率的に果たすことが

できるよう、リスクマネ

ジメントの活用及び情

報セキュリティ対策を

含めた内部統制のしく

みを見直して、その充

実・強化を図ること。 

中期計画及び年度計

画に定めた事項につい

ては、その実行に必要

となる個別業務を明確

化し、その各々につい

て実施計画と達成目標

を具体的に定めるとと

もに、それらの進捗状

況や課題を定期的に

把握して、着実に業務

を遂行すること。 

 

 

 

ネジメントを実施し、リ

ーダーシップを発揮す

ることにより、研究所

がその任務を有効か

つ効率的に果たすこ

とが可能となる。この

ため、リスクマネジメ

ントの活用 

及び情報セキュリティ

対策を含めた内部統

制のしくみを随時見直

し、その充実・強化を

図る。 

また、中期計画及び

年度計画に定めた事

項については実施計

画と達成目標を具体

的に定め、進捗状況

や課題を定期的に把

握しつつ、着実に業

務を遂行する。 

応を行う。 

平成 27 年度は、内部

統制の確立を図ること

に加えて以下を実施す

る。 

・組織運営に関する計

画の実施状況と目標達

成状況について、年度

計画線表等を活用した

定期的な自己点検・評

価を継続する。 

・幹部会等を通じて運営

全般にわたる意思決定

機構の充実を図るととも

に、研究企画統括会議

等を通じて研究員から

のボトムアップ機能を活

性化することにより、業

務運営機能の強化を図

る。 

・監事監査について監

事機能の強化により、監

査の質の向上を図ると

ともに、監査の結果明ら

かになった課題につい

ては改善に向けて取り

組む。 

・研究所の業務運営全

般について、評議員会

を活用した外部有識者

による評価及びレビュー

を行う。 

 

c)  

・「主な業務実績等 オ．」 

の適切な整備 

 

d)  

・「主な業務実績等 イ．」

の柔軟な見直し体制 

組織運営全般にわたる審議を行い、意思決定機構の充

実を図った。平成 27 年度は、引き続き理事長のリーダ

ーシップのもと、当研究所で策定した「理念」のもと、効

率的な運営を図った。 

 

エ．また、研究者を中心とした「研究企画統括会議」では、

研究不正防止など研究員にとっても身近で重要な課題

に関して積極的な討議を行い、当研究所の組織運営及

び人材育成に貢献している。これらの活動により、研究

員の意見や検討結果を業務運営に反映するためのチャ

ネルが複数となり、風通しの良い職場環境が構築される

とともに、研究員からのボトムアップ機能が活性化する

など、当研究所の業務運営機能の強化が図られた。 

 

オ．前中期目標期間に策定した、役職員が遵守、心得る

べき事項をまとめた「コンプライアンスマニュアル」を全

職員に配布し、また、研修を行うことによりコンプライア

ンスの充実・強化を図った。 

平成 27 年度は、コンプライアンス強化の実効を確保

するため、役職員全員にコンプライアンスセルフチェック

を実施し、意識向上を図った。 

また、リスクマネジメントについては、リスク管理規程

を作成し、リスク管理委員会において「リスクコントロー

ルマトリクス」、「業務フロー」、「業務記述書」の策定につ

いて審議を行った。さらに、情報セキュリティ対策として、

情報セキュリティポリシーに基づき、以下の取り組みを

実施した。 

①役職員向け「情報セキュリティ対策のしおり」の配布 

②障害／事故等の発生に備えた訓練 

③セルフチェックシートによる自己点検 

④階層別情報セキュリティ研修（管理監督者用及び職

員用） 

⑤情報セキュリティ内部監査 

⑥情報セキュリティ外部監査（セキュリティスキャン等） 

 

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 業務の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

一般管理費 6％程度縮減 36,929 千円 35,452 千円 34,388 千円 33,356 千円 32,968 千円 31,679 千円  

業務経費 2％程度縮減 615,500 千円 584,725 千円 578,878 千円 559,089 千円 571,762 千円 566,044 千円 H26 からは消費税の上昇による 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ①効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、

効率的な運営体制の

確保、アウトソーシン

グの活用等により業

務運営コストを縮減す

ることとし、一般管理

費及び業務経費の効

率化目標を次の通り

設定する。なお、一般

管理費については、

経費節減の余地がな

いか自己評価を厳格

に行った上で、適切な

見直しを行うこと。 

 

ａ）一般管理費の縮減 

一般管理費（人件費、

公租公課等の所要額

計上を必要とする経

費及び特殊要因によ

①効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、

効率的な運営体制の

確保、アウトソーシン

グの活用等により業

務運営コストを縮減

し、一般管理費及び

業務経費の効率化目

標を次の通り設定す

る。なお、一般管理費

については、経費節

減の余地がないか自

己評価を厳格に行っ

た上で、適切な見直し

を行う。 

 

ａ）一般管理費の縮減 

一般管理費（人件費、

公租公課等の所要額

計上を必要とする経

費及び特殊要因によ

①効率的な業務運営が

行えるよう、業務の効

率化を進めるとともに、

業務運営コストの縮減

を図る。 

平成 27 年度は、以下

のとおり経費を抑制す 

る。 

・一般管理費（人件費、

公租公課等の所要額

計上を必要とする経費

及び特殊要因により増

減する経費を除く。）に

ついては、中長期目標

期間中に見込まれる当

該経費総額（初年度の

当該経費相当分に 5 を

乗じた額。）を 6%程度

縮減するため、引き続

き省エネの徹底等によ

り、経費の抑制に努め

＜評価の視点＞ 

a)適切な業務の効率化がな

されているか。 

b)契約の透明性が確保され

ているか。 

c)知的財産権の取得・管理・

活用は適切になされている

か。 

 

各評価軸に対する視点を以

下に示す。 

a)  

・「主な業務実績等 ア．」の

適切な業務の効率化 

 

b) 

・「主な業務実績等 エ．」の

透明性の確保 

 

c)  

・「主な業務実績等 カ．」の

＜主要な業務実績＞ 

ア．中期計画では一般管理費のうち、所要額計上を必要

とする経費及び特殊要因により増減する経費を除いた

額について、中期目標期間中に見込まれる当該経費

総額（初年度の当該経費相当分に 5 を乗じた額）に比

して 6%程度抑制することとしている。 

平成 27 年度は、従前より取り組んでいる居室の空

調機の節電や、廊下等共用部の照明の節電などの徹

底や近隣研究機関との共同調達により経費を抑制し

た。 

 

イ．中期計画では業務経費のうち、所要額計上を必要と

する経費及び特殊要因により増減する経費を除いた額

について、中期目標期間中に見込まれる当該経費総

額（初年度の当該経費相当分に 5 を乗じた額）に比し

て、2%程度抑制することとしている。  

平成 27 年度は、簡易入札（競争参加資格審査を受

けずに見積書による競争契約）を活用することにより、

競争参加者を多く募り、競争性を発揮することにより経

費の抑制を図った。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に

達成 

評定 B 

＜評定に至った経緯＞ 

一般管理費、業務経費削減及び調

達等合理化のための取組を進めてお

り、中長期計画を着実に実施している

と認められるため、評価を B 評定とし

た。 

  

＜今後の課題＞ 

 平成 28 年度目標及び次期中長期目

標においても、目標の達成に向けて着

実に実施していく必要がある。 
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り増減する経費を除

く。）については、中期

目標期間中に見込ま

れ る 当 該 経 費 総 額

（初年度の当該経費

相当分に５を乗じた

額）を６％程度縮減す

ること。 

 

ｂ）業務経費の縮減 

業務経費（人件費、公

租公課等の所要額計

上を必要とする経費

及び特殊要因により

増 減 す る 経 費 を 除

く。）については、中期

目標期間中に見込ま

れ る 当 該 経 費 総 額

（初年度の当該経費

相当分に５を乗じた

額）を２％程度縮減す

ること。 

 

②契約の点検・見直し 

契約については、「独

立行政法人における調

達等合理化の取組の

推進について」（平成

27 年 5 月 25 日総務大

臣決定）に基づく取組

を着実に実施すること

により、契約の適正化

を推進し、業務運営の

効率化を図ること。調

達については、他の独

立行政法人の事例等

をも参考に、透明性が

高く効果的な契約を行

うように努めること。 

 

③保有資産の見直し 

り増減する経費を除

く。）について、中期目

標期間中に見込まれ

る当該経費総額（初

年度の当該経費相当

分に５を乗じた額。）を

６％程度縮減する。 

 

ｂ）業務経費の縮減 

業務経費（人件費、公

租公課等の所要額計

上を必要とする経費

及び特殊要因により

増 減 す る 経 費 を 除

く。）について、中期目

標期間中に見込まれ

る当該経費総額（初

年度の当該経費相当

分に５を乗じた額。）を

２％程度縮減する。 

 

②契約の点検・見直し 

契約については、「独

立行政法人における調

達等合理化の取組の

推進について」（平成

27 年 5 月 25 日総務大

臣決定）に基づき毎年

度策定する「調達等合

理化計画」による取組

を着実に実施すること

により、契約の適正化

の推進及び業務運営

の効率化を図る。 

 

③保有資産の見直し 

保有資産については、

引き続き、資産の利用

度のほか、本来業務に

支障のない範囲での有

効利用可能性の多寡

る。 

・業務経費（人件費、公

租公課等の所要額計

上を必要とする経費及

び特殊要因により増減

する経費を除く。）につ

いては、中長期目標期

間中に見込まれる当該

経費総額（初年度の当

該経費相当分に 5 を乗

じた額。）を 2%程度縮

減するため、引き続き

調達方式の見直し等に

より、経費の抑制に努

める。 

 

②物品等の調達に関し

ては、一者応札是正に

向 け た 取 り 組 み を 含

め、他の独立行政法人

の事例等をも参考に、

透明性が高く効果的な

契約を行うように努め

る。 

 

③ 保 有 資 産 に つ い て

は、保有の必要性につ

いて引き続き見直しを

行うとともに、見直し結

果を踏まえて、支障の

ない限り、国への返納

を行う。また、特許権に

ついては経費の支出に

際し、保有する目的を

精査する。 

 

適切な管理 

 

ウ．契約点検の見直しについて、下記取組を実施した 

①共同調達の拡大 

新たに電力調達について、海上技術安全研究所及

び交通安全環境研究所（現：自動車技術総合機構）と

共同調達を行った。 

②契約手続きの見直し 

・仕様書の内容の見直し 

 過去に 1 者応札案件となったものに重点を置き取り

組んだ。仕様書を作成する際には、製品の諸元や業務

内容等を詳細に記載し、「同等品」等の表記のみとせ

ず必要とされる仕様について詳細に記載することに努

めた。 

・公告期間の延長 

予定価格１千万円以上の案件については、休日を除

いて１５日以上の公告期間を確保した。 

・複数見積の徴取 

入札案件については全て複数者への見積依頼を行

った。 

・情報提供の拡充 

メールマガジン発行について、入札公告等の情報を

契約種別の区分無く提供してきたが、事業者の希望に

応じて契約種別毎に提供できるようにした。 

・複数年契約の導入 

落札業者の変更による機器の入替作業、設置・撤去

費用分のコスト削減及び、調達手続きの効率化につな

がる庁舎警備契約について、海上技術安全研究所と

複数年契約を実施することを決定した。 

・公募競争等の適用 

応札可能な・事業者が１者に限定されることが明ら

かである場合は、公募競争契約等適切な契約方式を

検討することとしていたが、該当する案件は無かった。 

③調達に関するガバナンスの徹底 

・随意契約に関する内部統制の確立 

新たに競争性のない随意契約を締結することとなる

案件については、事前に法人内に設置された契約審

査会（委員長は理事）に報告し、点検を受けることとし

ていたが、該当する案件は無かった。 

・不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

平成 27 年 11 月に全職員に対しコンプライアンスセ

ルフチェックを実施し同年 12 月には全職員に対して外

部講師によるコンプライアンス研修を実施した。 
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保有資産については、

引き続き、資産の利用

度のほか、本来業務に

支障のない範囲での有

効利用可能性の多寡

等の観点に沿って、そ

の保有の必要性につ

いて不断に見直しを行

うとともに、見直し結果

を踏まえて、研究所が

保有し続ける必要がな

いものについては、支

障のない限り、国への

返納を行うこと。 

また、特許権について

は、特許権を保有する

目 的 を 明 確 に し た 上

で、当該目的を踏まえ

つつ、登録・保有コスト

の削減を図ること。 

 

等の観点に沿って、そ

の保有の必要性につ

いて不断に見直しを行

うとともに、見直し結果

を踏まえて、研究所が

保有し続ける必要がな

いものについては、支

障のない限り、国への

返納を行う。また、特許

権については保有する

目 的 を 明 確 に し た 上

で、登録・保有コストの

削減に努める。 

 

 

 

エ．保有資産の見直しについては、電子航法研究所は、

航空交通の安全の確保とその円滑化を図るため、航

空交通管理手法の開発や、航空機の通信・航法・監視

を行う航空保安システムに係る研究開発等を行うため

に必要不可欠な実験施設等を保有している。具体的に

は、電子航法装置などの電波使用機器に対して測定を

行う電波無響室などを保有している。また、航空機を誘

導するための無線施設や航空機の位置を把握するた

めのレーダ等の整備・運用に際して実験用航空機を使

用した検証が必要なことから、仙台空港に実験施設や

実験用航空機を保有している。 

 

オ．特許権保有については、維持費用の負担が生じる節

目や事案発生の機会ごとに検討を行うこととしている。

平成 27 年度には、各保有特許の実施可能性等を検討

して登録された特許権を 6 件放棄し、出願中の事案に

ついても共同出願人と協議を行い、権利化断念を決定

した事案が 2 件あるなど、保有の意義、コストを意識し

た運営を行った。 

 

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―１ 予算、収支計画及び資金計画の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

受託研究 20 件以上 100 件 22 件 23 件 24 件 37 件 45 件 平成 27 年度末で 151 件 

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）中期計画予算の作成 

中期目標期間におけ

る予算、収支計画及び

資金計画を適正に作成

し、健全な財務体質の

維持を図ること。運営費

交付金を充当して行う

業務については、本中

期目標に定めた事項に

配慮した予算を計画し、

当該予算に基づいて運

営を行うこと。 

 

（２）自己収入の拡大 

民間企業等における

技術ニーズを把握し、

研究や試験評価に関す

る提案を積極的に行う

ことにより、受託研究の

増加を図ること。受託研

究に加え、共同研究及

び競争的資金による研

究開発の実施、知的財

（１）中期目標期間における財

務計画は次のとおりとする。 

①予算 別紙のとおり 

②収支計画 別紙のとおり 

③資金計画 別紙のとおり 

 

（２）自己収入の拡大 

民間企業等における技術ニ

ーズを把握し、研究や試験評

価に関する提案を積極的に行

い、受託研究の増加に努め

る。また、受託研究や共同研

究及び競争的資金による研究

開発の実施、知的財産権の

活用推進、寄附金の受入等、

運営費交付金以外の外部資

金を積極的に獲得することに

より、自己収入の拡大に努め

る。そのため、受託研究や外

部資金受入型の共同研究及

び競争的資金による研究開発

を中期目標期間中に１００件

以上実施する。 

（１）平成 27 年度における財

務計画は次のとおりとす

る。 

① 予算     別紙のとおり 

② 収支計画  別紙のとおり 

③ 資金計画  別紙のとおり 

 

（２）自己収入の拡大 

受託収入、競争的資金、特

許権収入等、運営費交付金

以外の外部資金を獲得する

ための活動を積極的に推進

する。 

なお、平成 27 年度におい

ては、研究所の自己収入が

過去最大となった平成 19 年

度のような特別な政府受託が

見込まれないことから、出前

講座などを通じて企業等への

研究成果の紹介や普及活動

を積極的に行うとともに、競争

的資金へも積極的に応募す

る。 

＜評価の視点＞ 

a)民間企業からの資金獲得

の努力、実際の獲得状況、

提供されたサービスの質等

が十分であるか。 

 

各評価軸に対する視点を

以下に示す。 

a)  

・「主な業務実績等 ア．」の

競争的資金の獲得 

＜主要な業務実績＞ 

ア．受託研究、外部資金受入型の

共同研究及び競争的資金など運

営費交付金以外の外部資金によ

る研究開発については、研究職

48 名の小規模な組織ながら受託

研究 29 件（うち 1 件は前年度から

の継続）、競争的資金 17 件の合

計 46 件を実施し、141 百万円の

自己収入を獲得した。 

研究成果の普及・広報活動を

精力的に展開して受託研究及び

競争的資金の獲得を行い、自己

収入を十分得ている。 

 

イ．短期借入金について、該当な

し。 

 

ウ．重要な財産の譲渡等について、

該当なし。 

 

エ．剰余金の使途について、該当な

し。 

＜評定と根拠＞ 

評定 B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着実に達

成 

評定 B 

＜評定に至った経緯＞ 

受託研究や競争的資金による自己収

入の獲得について実績をあげるなど、年

度計画を十分に達成していると認められ

るため、評価を B 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 平成 28 年度目標及び次期中長期目標

においても、目標の達成に向けて着実に

実施していく必要がある。 
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産権の活用推進、寄附

金の受入等、運営費交

付金以外の外部資金を

積極的に獲得すること

により、自己収入の拡

大を図ること。具体的に

は 、 中 期 目 標 期 間 中

に、受託研究、外部資

金受入型共同研究及び

競争的資金による研究

開発を 100 件以上実施

すること。 

４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由

に限り、資金不足となる場合

における短期借入金の限度

額は、３００（百万円）とする。 

 

５．不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産の処

分に関する計画 

特になし。 

 

６．重要な財産を譲渡し、又は

担保に供する計画 

特になし。 

 

７．剰余金の使途 

①研究費 

②施設・設備の整備 

③国際交流事業の実施（招

聘、セミナー、国際会議等の

開催） 

 

具体的には、受託研究や

外部資金受入型の共同研究

及び競争的資金による研究

開発を 20 件以上実施する。 

 

 

４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に

限り、資金不足となる場合に

おける短期借入金の限度額

は、300 百万円とする。 

 

５．不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産

の処分に関する計画 

特になし。 

 

６．重要な財産を譲渡し、又

は担保に供する計画 

特になし。 

 

７．剰余金の使途 

① 研究費 

② 施設・設備の整備 

③ 国際交流事業の実施（招

聘、セミナー、国際会議等

の開催） 

 

 

４．その他参考情報 
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業務実績等報告書様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―１ その他主務省令に定める業務運営に関する事項の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）施設及び設備に関する事

項 

研究開発の業務効率を

低下させず、質の高い研究

成果が得られるようにする

ため、研究施設及び設備

の整備を計画的に進めるこ

と。また、研究施設及び設

備を長期間使用できるよう

にするため、維持保全を適

切に実施すること。 

 

（２）人事に関する事項 

研究員の人事は、研究

所が蓄積した技術と経験を

若手研究員へ確実に継承

し、高度な専門性を活かし

た研究開発を継続できるよ

う、人材活用等に関する方

針に基づいて戦略的に実

施すること。また、国内外を

問わず、他の研究開発機

関、行政、民間企業と連

（１）施設及び設備に関する事項 

中期目標期間中に以下の施設を整

備する。また、既存施設の維持・補

修、機能向上に努める。 

・研究開発の実施に必要な業務管

理施設、実験設備の整備・その他管

理施設の整備、547（百万円）財 源 

一般会計独立行政法人電子航法研

究所施設整備費補助金 

 

（２）施設・設備利用の効率化 

業務の確実な遂行のため、研究

所の施設・設備については、性能維

持・向上等適切な処置を講じるととも

に、効率的な利用に努める。特に老朽

化している実験用航空機については、

今後の研究業務に支障が生じないよ

う、維持管理も含め経済性・合理性を

勘案し、更新を含めた適切な措置を講

じる。 

 

（３）人事に関する事項 

①方針 

（１）施設及び設備に関する計画 

①平成 27 年度に以下の施設を整備

する。 

施設・設備の内訳 予定額 61(百万

円)財 源電波無響室電波吸収体交

換工事 一般会計国立研究開発法

人電子航法研究所 

 

②施設・設備利用の効率化 

業務の確実な遂行のため、研究

所の施設・設備について、性能維

持・向上等適切な措置を講じるととも

に、航空機使用ワーキンググルー

プ、電波無響室ワーキンググループ

等を活用し、その効率的な利用に努

める。特に岩沼分室の更なる活用を

図るため、航空関係者を含めた複合

的な観点を取り込む工夫など、適切

な措置を講じる。 

（２）人事に関する事項 

① 業務処理を工夫するとともに、業

務内容及び業務量に応じて適正に

人員を配置する。 

＜評価の視点＞ 

a)最先端の研究施設・設

備の迅速な導入、研究

支援者、技術者等の充

実等、研究者の質の高

い研究開発を行うため

の研究開発環境の整

備・充実が図られてい

るか。 

b)人材の獲得、配置、育

成の戦略が適切に実施

されているか。 

c)研究者、技術者、研究

開発マネジメント人材

の育成、支援、キャリア

パスの選択肢拡大等の

取組が十分か。 

d)給与水準は、国家公

務員の給与水準を十分

考慮したものとなってい

るか。 

 

各評価軸に対する視点

＜主要な業務実績＞ 

ア．施設整備について、平成 27 年度の

施設整備では、引き続き電波無響室

吸収体交換工事を実施した。 

施設・設備利用の効率化について

は、電波無響室ワーキンググループに

より電波無響室の効率的な利用を実

施している。また、実験用航空機につ

いては、航空機使用ワーキンググルー

プにより、各々の実験機関等の日程を

調整し効率的な運用を実施している。

岩沼分室については航空局や航空関

係者と連携して、実験用航空機に最先

端の実験設備を取り付けるなどの措置

を講じ、実験拠点として適切に活用し

ている。 

 

イ．人材の活用及び育成等について、我

が国では航空交通管理システムの分

野を研究している他の研究機関が、未

発達であることから、当研究所独自に

策定した「人材活用等に関する方針」

に基づき、当面の間は内部での人材

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

 

根拠： 

年度計画の目標を着

実に達成 

評定 B 

＜評定に至った経緯＞ 

施設整備、人事等に関する

取組が、 

年度計画に基づいて着実に

実施され 

ていると認められるため、評

価について B 評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

 平成 28 年度目標及び次期

中長期目標においても、目標

の達成に向けて着実に実施

していく必要がある。 
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携、交流する機会の提供、

種々の研修の実施等によ

り、幅広い視野と見識を有

する研究員の育成を推進

すること。 

給与水準については、国家

公務員の給与水準も十分

考慮し、手当を含め役職員

給与の在り方について厳し

く検証した上で、目標水準・

目標期限を設定してその適

正化に計画的に取り組むと

ともに、その検証結果や取

組状況を公表すること。 

また、総人件費について

も、「簡素で効率的な政府

を実現するための行政改

革の推進に関する法律」

（平成 18 年法律第 47 号）

に基づく平成 18 年度から

５年間で５％以上を基本と

する削減等の人件費に係

る取組を平成 23 年度にお

いても引き続き着実に実施

するとともに、政府における

総人件費削減の取組を踏

まえ、厳しく見直すこと。 

 

（３）その他 

国土交通省所管の独

立行政法人及び関連する

研究機関の業務の在り方

の検討については、今後

の独立行政法人全体の

見直しの議論等を通じ、

適切に対応すること。 

業務処理を工夫するとともに、業務

内容及び業務量に応じて適正に人員

を配置する。研究員の人事は、研究

所が蓄積した技術と経験を若手研究

員へ確実に継承し、高度な専門性を

活かした研究開発を継続できるよう、

「人材活用等に関する方針」に基づき

戦略的に実施するとともに、人事交流

や研修の実施等により、幅広い視野と

見識を有する研究員の育成を推進す

る。 

 

②人件費 

給与水準については、国家公務員

の給与水準も十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方について厳しく

検証した上で、給与改定に当たって

は、引き続き、国家公務員に準拠した

給与規程の改正を行い、その適正化

に取り組むとともに、その検証結果や

取組状況を公表する。 

特に事務・技術職員の給与水準につ

いては、平成２１年度の対国家公務員

指数が年齢勘案で１０３．６となってい

ることを踏まえ、平成２７年度までにそ

の指数を１００．０以下に引き下げるよ

う、給与水準を厳しく見直す。 

総人件費※注）については、「簡素

で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律」（平成 18 

年法律第 47 号）に基づく平成 18 年

度から５年間で５％以上を基本とする

削減等の人件費に係る取組を平成 23 

年度においても引き続き着実に実施

するとともに、政府における総人件費

削減の取組を踏まえ、厳しく見直す。 

ただし、今後の人事院勧告を踏まえた

給与改定分及び以下に該当する者

（「総人件費改革の取組の削減対象

外となる任期付研究者」という。）に係

る人件費については削減対象から除

「人材活用等に関する方針」を基本

に、研究者の長期的な育成を目指

す。また、行政ニーズおよび社会ニ

ーズを的確に把握し、これらに対応

した研究を企画できる人材を育成

するため、研究部門以外に研究員

を配置する。さらに、国際感覚を養

うとともに、海外研究機関との連携

を強化するため、国内外における

研究機会の拡大に努める。 

 

② 給与水準については、国家公務

員の給与水準も十分考慮し、手当

を含め役職員給与の在り方につい

て厳しく検証した上で、給与改定に

当たっては、引き続き、国家公務員

に準拠した給与規程の改正を行

い、その適正化に取り組む。 

 

③ 総人件費※注については、「簡素で

効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律」（平成

18 年法律第 47 号）に基づく平成 18

年度から 5 年間で 5%以上を基本と

する削減等の人件費に係る取り組

みを平成 27 年度においても引き続

き着実に実施する。 

ただし、今後の人事院勧告を踏ま

えた給与改定分及び以下に該当す

る者（「総人件費改革の取組の削

減対象外となる任期付研究者」とい

う。）に係る人件費については削減

対象から除くこととする。 

・競争的資金又は受託研究若しくは

共同研究のための民間からの外部

資金により雇用される任期付職員 

・国からの委託費及び補助金により雇

用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される任期

付研究者のうち、若手研究者（平成

17 年度末において 37 歳以下の研究

を以下に示す。 

a)  

・「主な業務実績等ア．」

の研究開発環境の整

備・充実 

 

 

b)  

・「主な業務実績等ウ．」

の適正な配置 

 

c)  

・「主な業務実績等イ．」

の十分な取組 

 

d) 

・「主な業務実績等エ．」

の適正な設定 

育成を行うこととした。その他「キャリア

ガイドライン」、「研修指針」及び「格付

け審査基準」等制定し、育成のための

十分な取組を行っている。 

 

ウ．人事に関する計画では、業務内容及

び業務量に応じて適正に人員を配置

し、業務の円滑かつ効率化を図ってい

る。定期的に研究員を採用するための

活動を行い、平成 27 年度は、2 名の任

期付き研究員の採用を行った。さら

に、平成 28 年度の採用活動のため航

空宇宙学会の採用公募の会告や、電

子情報通信学会総合大会にて採用

PR 活動を行った。 

研究企画統括付研究員を、国際ワ

ークショップ準備委員会、プログラム委

員会、研究長期ビジョン検討委員会、

公募型研究評価委員会の事務局に任

命し、さらに海外展示会に関連した準

備や会議等の企画運営など、研究企

画業務に積極的に参加させた。その結

果、これらの業務や研究の外部への

説明の重要性等について、研究企画

統括付研究員の理解が深まる成果が

あった。 

 

エ．給与水準そのものは国と同一の基準

により定められており、適正に設定さ

れている。 
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くこととする。 

・競争的資金又は受託研究若しくは共

同研究のための民間からの外部資金

により雇用される任期付職員 

・国からの委託費及び補助金により雇

用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される任期

付研究者のうち、若手研究者（平成１

７年度末において３７歳以下の研究者

をいう。） 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常

勤役員及び常勤職員に支給する報

酬（給与）、賞与、その他の手当の合

計額とし、退職手当、福利厚生費（法

定福利費及び法定外福利費）、今後

の人事院勧告を踏まえた給与改定

分は除く。 

 

（４）独立行政法人電子航法研究所法

（平成 11 年法律第 210 号）第 13 条

第 1 項に規定する積立金の使途 

第２期中期目標期間中からの繰越積

立金は、第２期中期目標期間以前に

自己収入財源で取得し、第三期中期

目標期間へ繰り越した有形固定資産

の減価償却に要する費用等に充当す

る。 

 

（５）その他 

国土交通省所管の独立行政法人

及び関連する研究機関の業務の在り

方の検討については、今後の独立行

政法人全体の見直しの議論等を通

じ、適切に対応する。 

者をいう。） 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、

常勤役員及び常勤職員に支給す

る報酬（給与）、賞与、その他の手

当の合計額とし、退職手当、福利

厚生費（法定福利費及び法定外

福利費）、今後の人事院勧告を踏

まえた給与改定分は除く。 

 

（３）国立研究開発法人電子航法研究

所法（平成 11 年法律第 210 号）第

13 条第 1 項に規定する積立金の使

途 

平成 27 年 3 月 31 日以前に存在

した独立行政法人電子航法研究所

（以下「旧研究所」という。）の第2期

中期目標期間中からの繰越積立金

は、旧研究所が第 2 期中期目標期

間以前に自己収入財源で取得し、

第 3 期中期目標期間へ繰り越し、

研究所に引き継がれた有形固定資

産の減価償却に要する費用等に充

当する。 

 

（４）その他 

「独立行政法人に係る改革を推進

するための国土交通省関係法律の

整備に関する法律」が平成 27 年 3

月 13 日閣議決定されたことから、

海上技術安全研究所及び港湾空

港技術研究所と平成 28 年 4 月に

統合することを前提として、所要の

準備を進める。 

 

 

４．その他参考情報 

 

 


